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  主 催：神戸大学 

  共 催：大学コンソーシアムひょうご神戸 

      大学評価コンソーシアム 

 

〔趣旨〕 

認証評価の第二サイクルにおいては、学習成果の測定と内部質保証についての評価基準が厳格化され

るとともに、内部質保証システムおよび自己点検・評価の結果を改善に結びつけるための体制の整備も

求められています。 
本シンポジウムでは、なぜ学習成果が重視され、その測定が求められているのか、大学における実態

はどのようになっているのかなどについて、講演とパネルディスカッションを行いました。 
より具体的には、中央教育審議会等を通じて高等教育に係る政策立案に深く関わっている大学関係者、

日米の大学における実務者からの報告を踏まえ、政策や社会からの日本の大学への期待と大学の実態を

照合し、日本の大学において学習成果を重視した教育を普及・定着させるための展望と課題、その過程

で評価・IR 担当者が担える役割等について討議しました。 
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ま え が き 
 
 

本報告書は、平成 26(2014)年８月 28 日に開催した、評価・ＩＲシンポジウム「学習成果を把握

するための評価・ＩＲ活動」の記録をまとめたものです。 
本シンポジウムは、認証評価の第二サイクルにおいて、学習成果の測定と内部質保証についての

評価基準が厳格化され、自己点検・評価の結果を改善に結びつけるための体制の整備が求められて

いることに着目し、『学習成果を把握するための評価・ＩＲ活動』をテーマとして開催しました。講

演者及びパネリストには、中央教育審議会等を通じて高等教育政策の立案に深く関わっている研究者、

日米の大学における実務に関わる大学教職員をお迎えし、学習成果を重視した教育を普及・定着させる

ための展望と課題、その過程で評価・ＩＲ担当者が担える役割等について、それぞれの立場から発表を

いただきました。 

 講演１では、まず大学教育の質の定義がインプット、アウトプットからアウトカムへ移行してきた政

策的背景について、国際的な観点から米国や欧州、ＯＥＣＤの取り組みを挙げながら説明がありました。

また、教員から学生へ、教育から学習へという高等教育のパラダイム転換が起きており、アウトカムや

アセスメントが国際的な決まり事となってきている一方、日本では、アセスメントに関するポリシーの

確立や手法の開発が不十分であると指摘されました。 

 事例１では、国立大学における学習成果測定に係る取組について報告がありました。学生アンケート

調査において、項目を並列に比較することの問題を打開し、また結果を改善につなげるために、他大学

と比較可能なデータが必要であるとの考えから大学ＩＲコンソーシアムに加盟した経緯と、具体的な分

析事例が紹介されました。その中で、評価部門と教学部門の連携、また本部と学部の連携をいかに強化

するか、いかに有効活用できる結果を導くかという課題も示されました。 

 事例２では、私立大学における学習成果測定に係る取組について報告がありました。大学ＩＲコンソ

ーシアムの前身時代から参加し、段階的に全学部へ広げるとともに、集計・分析結果のフィードバック

を行い、「使う」ための調査へ発展させてきた経過が報告されました。その上で、今後、各種調査を整理

し、効果的かつ効率的な仕組みとするとともに、学問分野ごとの比較を行えるようＫＰＩを導き、また、

それらを通じたスタッフ・ディベロップメントをどう進めるか展望が紹介されました。 

 講演２では、米国の大学における学習成果測定の経験から、まず米国においてアセスメントとＩＲが

どう区別されているかについて説明がありました。その上で、学習成果の診断に対する各関係者の主張

は日本と同様であること、そうした状況の中、実施されるアンケート調査やルーブリックをはじめとす

る各測定手法の具体について紹介され、最後に日本への示唆として、アセスメントの限界を踏まえつつ、

教員に気付きの場を提供することが重要であることが示されました。 

 パネルディスカッションでは、学習成果をどのように捉えるべきか、実際にどういうものを学習成果

として捉えているのかを確認した上で、個々の授業の到達目標とカリキュラム全体を通じて育成しよう

とする人材像との結びつきについて問題提起がされました。現実的に両者の整合性にはギャップがある

中で、どのような方向性で行動していけばいいのか、教学マネジメントの在り方やアセスメントの取組

などについて登壇者間での議論、さらにフロアを交えた質疑応答が活発に行われました。 

この場を借りて、活発な議論を展開してくださった講演者、モデレーター、司会者、参加者の皆

様、また、本シンポジウムの開催に当たり、共催いただいた大学評価コンソーシアム及び大学コン

ソーシアムひょうご神戸の関係者の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

 

平成 26(2014)年 12月 

国立大学法人神戸大学 理事（企画評価担当） 
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評価・ＩＲシンポジウム 

「学習成果を把握するための評価・ＩＲ活動」 

 

平成26（2014）年８月28日（木）13：30～17：10 

神戸大学 出光佐三記念六甲台講堂 

 

（※文中の発言者については敬称略とさせていただいております。） 

 

○司会（浅野茂） 皆さま、こんにちは。本日はお足元の悪い中、本シンポジウムにお越しいただきま

して、誠にありがとうございます。本日の司会進行を務めさせていただきます、大学評価・学位授与

機構の浅野でございます。初めての司会という大役を仰せつかっておりますので、やや体がかたくな

っている状態ですが、皆さんの御協力を得ながら最後まで無事にやり遂げたいと思っております。ど

うかよろしくお願いいたします。 

  早速ではございますが、主催校を代表いたしまして、吉井理事・事務局長から一言御挨拶申し上げ

ます。吉井理事、お願いいたします。 

 

【開会挨拶：神戸大学 理事・事務局長 吉井一雄】 

○吉井一雄 神戸大学理事・事務局長の吉井と申します。 

  主催校として一言御挨拶を申し上げさせていただきます。本日は、非常にお忙しい中、また、坂道

や階段が非常にきつい中、神戸大学まで御参集いただきまして、大変ありがとうございます。たくさ

んの皆様方に御参加いただきまして、本シンポジウムを開催できることを大変嬉しく思っております。

また、今回の開催に当たりまして、大学コンソーシアムひょうご神戸、大学評価コンソーシアムの御

共催をいただきまして、心から感謝申し上げているところでございます。 

  さて、本日御参集の皆様方、たくさんの方に見えていただいていますけれど、それぞれ国立、公立、

私立のお立場になるところはあるかもしれませんが、各大学におかれまして、世の中からグローバル

化を進めてください、教育の質保証はどうなっているのでしょうか、研究意欲の向上についてはどう

なっているのですかと、いろいろな課題が向けられているところで、それぞれのお立場でいろいろな

取組をいただいているところだろうと思います。 

  そういったことを進めていくに当たりまして、やはり自分の大学が今どういう現状なのだろうかと

いうことをしっかり把握して、自分の立ち位置を確認してから、その中でどういう方策を打っていく

のかを考えるのがスタートになるでしょうし、各大学がそれぞれの特色を生かしながら身を伸ばして

いこうとしているときに、ちょっと隣の家を見ながらというわけではないでしょうけれども、よそ様

の取組を見ながら、では、うちはどういう特色を出していこうかといったところをしっかりと進めて

いくのに、数字の把握が非常に重要になっていくのではないかと思ってございます。 

  本シンポジウムは、2012年から始まりまして、今年で３年目になります。１年目は「学習成果を重

視した評価への対応」、２年目には「大学に求められるＩＲ機能の実現に向けて」、今年は３年目です

が、「学習成果を把握するための評価・ＩＲ活動」という、教育機関にとっては非常に根源的なものに

ついて、どう評価していくか、ＩＲ化していくのかについて、テーマになっておりまして、本日のシ

ンポジウムは皆様にとっても意義深いものになっていくのではないかと期待をしているところです。 

  それぞれの大学で切磋琢磨して改革を進めていくに当たって、共通指標は文部科学省から公開を求

められていくようですが、独自の取組について、そういったものが各大学で共通に測れるようになっ

ていけば、もっと高等教育全体の活性化につながることになっていくのではないかと思ってございま

す。 

  この後、いろいろな事例発表、パネルディスカッション等がありますので、本シンポジウムを、皆

様の御参加をいただきまして、実り多いものにしていただきたいと思っていますので、どうぞよろし

くお願いいたします。本日は御参集ありがとうございました。 
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○司会 吉井理事、ありがとうございました。 

  引き続きまして、共催をいただいております団体を代表いただきまして、大学コンソーシアムひょ

うご神戸事務局長でいらっしゃいます阿久根昌夫様から、皆様に一言御挨拶をいただきます。 

  阿久根様、よろしくお願いいたします。 

 

【開会挨拶：大学コンソーシアムひょうご神戸 事務局長 阿久根昌夫】 

○阿久根昌夫 皆さん、こんにちは。 

  大学コンソーシアムひょうご神戸の阿久根でございます。ようこそ神戸へおいでいただきました。

全国から御参集されたと聞いております。 

  このプログラムは、大学コンソーシアムの研修交流委員会のプログラムとして、大学間連携の活動

の一環として実施させていただきます。 

  本日のテーマが、御参加の皆様に大変重要なテーマであることは論を待たないと思います。今、グ

ローバル化で、企業は、若い学生たちがいろいろな知識を身につけて出てくること、会社に入ってく

ることを望んでいますが、片方では、何を勉強して、どんな力を持つかわかりにくいという声もあり

まして、学習成果は非常に大事なのだけれども、それをどうやって測るかというのは、皆さん方にと

っても大きなテーマでしょうが、産業界にとっても大きなテーマだと認識しております。 

  本日、全国からたくさんの方にこうして集まっていただいて、ディスカッションをしていただくこ

とは、そういう機会を私たち共催者として提供できたことを大変嬉しく思っております。今回のシン

ポジウムが、参加の皆様にとって意義深いものになることを祈念しております。 

  最後に、主催いただきました神戸大学の皆様にお礼を申し上げて、御挨拶にかえさせていただきま

す。ありがとうございました。 

 

○司会 阿久根様、ありがとうございました。 

  引き続きまして、本日のシンポジウムの趣旨を私から簡単に説明させていただきます。 

  先ほど吉井理事からお話いただきました昨年のＩＲシンポジウム（第２回目）で、正面に投影して

おります図を基に、川嶋先生に総括いただきました。昨年御参加いただきました方には繰り返しにな

りますが、評価・ＩＲ部署または担当者はチョウチンアンコウのように、学内のいろいろなところを

明かりで照らしながら導き、いわゆる旗振り役のような役割が期待されるということを、この図を使

って説明されました。 

  本日のシンポジウムを企画するに当たり重視いたしましたのは、昨年からの継続性ということであ

りました。昨今、認証評価をはじめとして、学習成果の把握、あるいは質保証が大学に求められてい

ます。こういった学外からの要請に対して、評価あるいはＩＲ部署は、どのような形で先導役、ある

いは明かりを照らすことができるのだろうか、どういったことを考えていけばいいのかといったこと

を、今回のシンポジウムで議論し、皆様に少しでも情報提供できればということで企画させていただ

きました。 

  この趣旨に沿って、今回のプログラムを組ませていただいております。この後の講演１では、まず

大阪大学未来戦略機構の川嶋先生にお話をいただきまして、その後、事例校から二つ事例を御報告い

ただき、最後に、米国における実態ということで講演２を予定しております。そして、最後に、御登

壇いただく方を中心にパネルディスカッションを行い、終了させていただくという構成になっており

ます。 

  講演に移る前に、本日のお手元の配付資料を確認させていただきます。まず、議事次第という１枚

ものがございます。裏面を見ていただきますと、御講演、あるいは御登壇いただく皆様のプロフィー

ルを簡単にまとめております。その後にホッチキス留めで講演の資料が４つございます。また、冊子

といたしましては、「大学ＩＲコンソーシアムの概要」、「データと資料が語る神戸大学の今の姿」があ

ります。最後に、青い紙で印刷しておりますアンケートがございます。皆様には、このイベント終了

後、ぜひこのアンケートに御記入いただきまして、本日のシンポジウムについて、忌憚のない御意見

をいただきたいと考えております。 
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  以上が今回の趣旨説明になります。 

  では、早速ですが、皆さまに実際のお話をお聞きいただきたいと思いますので、講演に移らせてい

ただきます。 

  まず、最初の講演といたしまして、大阪大学未来戦略機構の川嶋先生にお話をお伺いいたします。

川嶋先生におかれましては、本日のプロフィールにもお示ししておりますように、名古屋大学教育学

研究科を修了され、同大学助手、神戸大学大学教育推進機構等を経られまして、現在に至っておられ

ます。皆さまも御存じのように、川嶋先生は文部科学省中央教育審議会大学分科会等の委員を務めら

れ、比較高等教育論、あるいは教育協力論等の研究に取り組んでおられます。 

  本日、川嶋先生には、まず大きな演題といたしまして、学習成果と質保証という観点で、国際動向

や昨今の政策全体の流れの中で、なぜ大学がこういったことを求められているのか、大学が何をすべ

きかということについてお話をいただきたいと思います。 

  川嶋先生、よろしくお願いいたします。 

 

【講演１：「学習成果と質保証」講師：川嶋 太津夫氏（大阪大学未来戦略機構教授）】 

○川嶋太津夫 皆さん、こんにちは。 
  ただいま御紹介にあずかりました川嶋です。１年前まで神戸大学に勤めておりました。まだホーム

グラウンドという感じがしますけれども、先ほど浅野先生からも御紹介がありましたが、昨年度に引

き続き、登壇させていただきました。 
  私に課された課題である、学習成果、ラーニング・アウトカムがなぜ重要になってきたのか、評価

やＩＲ活動がなぜ重要になってきたのか、その背景についてお話をということで、配付資料としてあ

ります。ただし、プログラムに記されたタイトルとは違いますけれども、趣旨は同じです。 
  そもそも学習成果、ラーニング・アウトカムズが、日本の高等教育に入ってきた契機、きっかけの

ところを多少お話しさせていただきます。 
  平成 18 年、19 年ごろ、文部科学省から神戸大学が委託事業を受託しました。その時のテーマは、

教養教育について国際的な動向を調べることでしたが、アメリカ、ヨーロッパを始め、幾つかの国々、

大学、あるいは国際学会へ出かけてみますと、そこで飛び交っていた言葉が「ラーニング・アウトカ

ムズ（学習成果）」でした。今から 10 年弱くらい前です。 
  私だけかもしれませんけれども、初耳だったので、ラーニング・アウトカムズとは何ぞやというこ

とで調べていくと、アメリカでは 1980 年代、1990 年代ごろから州政府によってアウトカム・アセス

メントが非常に重視されていたようです。そこで学習成果を少し調べていくことにしたわけです。そ

れを委託事業の報告書にまとめたところ、皆さん御承知の、平成 20 年に出されました『学士課程教

育の構築に向けて』という答申の中で、政策的な文書の中に初めて学習成果という言葉が取り入れら

れて、多様化した日本の大学教育の中で一定の共通性を保証するものとして、そして大学の教育の質

の保証をするものとして、学習成果である「学士力」が提言されたということでございます。 
  「学習成果」、私はずっとこの学ぶに習うという日本語を使っております。文部科学省の政策文書で

は、最近は学ぶに修めるとなっておりますが、今日はお話しませんけれども、私なりに意図があって

使い分けているというところでございます。 
  どうして学習成果が重視されるようになったか（資料２ページ）、このスライドに大学を取り巻く

さまざまな環境変化というものをリストアップしました。大学教育が大衆化し、さらにはユニバーサ

ル化して、大学自体も多様化しています。また、同じ大学の中での学生一人一人の学びも多様化し、

加えて、急激に少子化が進み、事実上の大学全入時代が到来しています。それから、経済のみならず

高等教育もグローバル化し、今に始まったことではありませんが、日本の大学教育で学んだことと海

外の大学で学んだことが同じ価値を持つとか、比較ができるということが求められるようになりまし

た。グローバル化ということで、特に学生の交流が進むにつれてそういうことが求められている。そ

れから、21 世紀は知識基盤社会と言われていますが、単に知識を持っているだけではなくて、その知

識を活用して何かができるというコンピテンスに対する注目も集まっています。加えて、「ポートフ

ォリオ社会」という言葉を私、独自に使っていますけれども、日本はだんだん終身雇用も難しくなっ
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てきて、生涯を通じてさまざまな会社を渡り歩くようになります。あるいは、生涯学習社会というこ

とで、働き始めても、大学や大学院に再入学したり、転学したりすることも増えてくると考えられま

す。そうしますと、あるところで学んだことが次の企業や次の学校、大学できちんと評価される、そ

の業績評価の証拠として学習成果が重要になってくる。 
  具体的には、ＡＰＬ（Assessment Prior Learning）という、これまでのさまざまな機会での学習を

アセスメント、評価する取組があります。特に、社会人の企業経験での学習成果をどう評価するか。

このＡＰＬは欧米で盛んに行われています。それから、大学に対するアカウンタビリティ（説明責任）

も強く求められるようになってきている。社会から大学がどれだけの成果を得ているか、付加価値を

提供しているかということが問われているわけです。このような、大学を取り巻くさまざまな環境変

化から、大学にはさまざまな課題が突きつけられている。そういう中で、大学教育の質をいかに保証

しているのかが、共通の政策課題となっているわけです。そういう流れの中で学習成果という考え方

が出てきました。 
  そこで、問題は大学が保証すべき質、クオリティとは何かということです（資料３ページ）。あるい

は優れた大学とはどのような大学を言うのか。この表は、アメリカのＮＰＯの United Way of America
が、ここはさまざまな社会サービスを提供しているところですが、サービスの質をどのように考えた

ら良いかを整理したものをベースに、大学教育も一種のサービスという考えの下に、大学教育の質を

どういうふうに考えたらいいかについて私なりに整理した図です。 
  表頭にインプット、プロセス、アウトプットとあります。従来の質の考え方はインプットの観点か

ら定義されてきました。例えば、学生の特徴などです。入学者は、どういう学生か。つまり、アメリ

カですと入学者のＳＡＴの平均点は、どれくらいであったか。日本ですと偏差値とかセンター試験の

成績はどうだったかということです。入学者の平均点が高い大学ほど質が高いと評価されてきました。

それから、教員については、どれぐらいの割合でＰｈ.Ｄ.を持っているかとか、年齢はどういう構成か

とかが評価の対象になります。Ｐｈ.Ｄ.の保有率が高い大学ほど、質が高いとみなされているわけで

す。あるいは、大学の所有する教育資源、例えば図書館の蔵書数とかＰＣの数。こういうものが多い

大学ほど優れた大学であるという質の考え方です。 
  次に、プロセスの観点からの質の考え方です。多様なプログラムを提供している大学がいい大学、

優れた大学と考えられています。 
  また、アウトプットの観点から質を定義する場合は、学生の成績や、卒業率、就職率、こういう数

字が高い大学がいい大学と言われている。あるいは、教員とか大学についても同じで、優れた大学と

は、例えば教員の研究活動の面で、教員の論文数が非常に多いとか、あるいはＦＤ活動に参加してい

る教員の比率が高い大学を指します。こういうインプット、プロセス、アウトプット、こういう観点

から、あの大学はいい大学だ、悪い大学だという評価がされてきた。 
  ところが、アウトカム、学習成果の考え方からすると、単に学生の成績、ＧＰＡが何点、卒業率が

高いというだけでなくて、実際、大学教育を通じて、学士課程であれば４年の間で学生にどういう知

識や能力が身についたのか、あるいは価値観がどう変化したのか、という観点から質が評価されます。

教員については、単に何本論文を書いたかということではなくて、その書いた論文がどれだけ学界に

インパクトを与えたか。こういう観点、つまり、アウトカム、すなわち変化や影響が重要になります。

インプット、プロセス、アウトプットのみでなく、最終的に、結果としてどういう変化、すなわち成

果が生じたのかという観点から質を見なければいけないということをこのＮＰＯは言っているわけ

です。 
  もう少し質についてお話ししますと、インプットの指標は、言ってみれば大学が持っている潜在的

なキャパシティを示すものに過ぎない。アウトプットも、例えばＧＰＡ平均や卒業率が高い低い、就

職率が高い低いというのも、これは大学の持っている質を間接的に、インダイレクトに示す指標に過

ぎない。今、重要なのは、大学のキャパシティを活用してどれだけ影響力、変化をもたらすことがで

きるかという、このアウトカムズが重要であるということです。その考え方にたって、質を見ていく

ことが今求められているわけです。 
  日本の場合、大学の質保証の仕組みの中で見てみると、インプットとかプロセスあたりは大学設置
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審査で保証されるという仕組みになっている。そして、第１サイクルの認証評価ですとアウトプット

までが評価の対象になります。御承知のように、第２サイクルの認証評価にはアウトカム、学習成果

を中心として、大学の教育面での評価が行われるというふうに変わってきているところです。 
  改めて、アウトカムという点からクオリティを定義することが最近の潮流であるということです

（資料４ページ）。次に高等教育の発展段階との対応を見ていきますと、エリート段階の高等教育シ

ステムにおいては、質（クオリティ）は卓越性（Excellence）のことです。極めてまれな状態をクオ

リティと言っている。それから、マス段階ですと多様な大学教育、大学が存在するわけですから、そ

れぞれのミッションに合った形での教育が提供されているかどうかで質を定義する。つま

り，”Fitness for Purpose”(目的適合性)という観点から質を捉えている。 
  現在のように、２人に１人以上の若者が大学に行くようになってくると、質は一定のスタンダード、

標準と見比べてみて、質が保証されているのかどうか、質が高いのか低いのかということが、評価の

基準になっていくわけです。この点について少し、また後でもし時間があれば問題提起したいと思い

ます。 
  では現在、大学は何をすべきなのでしょうか。改めて大学教育の質、クオリティは何かといいます

と、学生の学習成果です（資料５ページ）。では、学習成果という観点からいくと、先ほどお話しした

ように学習成果とは平均的な学生がプログラムを修了した時点で獲得を期待される知識や能力で、そ

れを証明するのが、それぞれの大学が授与する学位です。この修得した知識や能力の証明としての学

位を、各大学がきちんと保証していくことが必要だろうと私は思います。 
  国際的な観点から見ると、さまざまな形でラーニング・アウトカムズ、学習成果の重要性が、さま

ざまなレベルで、さまざまな地域で、例えば、アメリカでは 20 年以上前からだと思いますけれども、

国際的には 10 年ぐらい前から言われるようになってきました。 
  その具体的な例です（資料６ページ）。超国家レベル、地域、リージョナルなところで、あるいは国

を越えた取組としては、例えばボローニャ・プロセスの中で決められた欧州高等教育資格枠組があり

ます。これは学習成果を基にして作られています。それから、ボローニャ・プロセスの中で自主的な

形で行われているチューニング・プロジェクトが分野ごとの学習成果（アウトカム）を定めている。 
  これは、ボローニャ・プロセスの一環としてヨーロッパで自主的に始まったものですけど、今や南

米でも広がっていますし、米国でも一部の州で取り組んでいます。そして、日本では現在一橋大学が

中心になってチューニング・プロジェクトを行っています。アフリカとかアジアでも広まりつつある。

これは全て分野ごとのアウトカムを定めるという、それで共通性とか共同性を担保していく。 
  それから、ＯＥＣＤが始めたＡＨＥＬＯ（Assessment of Higher Education Learning Outcomes）

があります。ＡＨＥＬＯは、出口のところで共通の、ＰＩＳＡと同じように、テストで学習成果を測

ろうとするものです。さらに個々の国レベルですと、イギリスの高等教育資格枠組とかアイルランド

の高等教育資格枠組、英国ＱＡＡが定めたサブジェクト・ベンチマーク・ステートメント、それから

日本の学士力ですね。それから、大学と国家を結ぶ中間団体の取組としては、アメリカですと幾つか

のアクレディテーション団体や、ＡＡＣＵのエッセンシャル・ラーニング・アウトカムなどがありま

す。これらが学習成果を中心とした取組として行われているところであります。 
  以上のことをまとめると、こういう感じになります（資料７ページ）。 
  後で本田さんが、もっと詳しく説明されるかと思いますけれども、アメリカでは既に 1980 年代ぐ

らいからアウトカム・アセスメントが言われていまして、全国的な意味でラーニング・アウトカムが

注目されるようになったのは、2005 年のスペリングス委員会での報告になります（資料８ページ）。 
  この前提として、初等や中等教育では、ノー・チャイルド・レフト・ビハインドという、ブッシュ

大統領が始めた、いわゆる初等教育、中等教育で出口の管理をしましょうということがあって、これ

が高等教育にも及んできたという側面もあるかもしれませんが、かつてアメリカの高等教育は世界一

のシステムと言われていたけれども、どうもそうではなくなってきた、国際競争力が低下してきた。

これはなんとかしなければならない。あるいは大学に行くのに授業料が高騰している。その割に、先

ほど阿久根さんからもお話がありましたけれども、大学で何を身につけたのかが分かりにくいという

ことでアカウンタビリティの圧力が出てきた。こういうことを背景として、三つのＡ、アクセス、ア
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フォーダビリティ、アカウンタビリティの観点から、スペリングス委員会は学習成果のアセスメント

を強調したわけです。特に、ラーニング・アウトカムについては、それを共通テスト、標準化された

テストで各大学は学習成果、達成状況を確認しろということを強く提案しました。また、６つの地域

別のアクレディテーション機関がありますが、やり方がそれぞれ個々ばらばらなので、アクレディテ

ーションの基準を一つにしようということまで言い出したわけです。 
  もう一つの背景は、連邦奨学金です。ペルグラントという学生に対する奨学金がありますが、連邦

政府が出しているわけですから、それがきちんとした教育を提供している大学に在籍する学生だけに

出ていればいいのですが、どうやらそうでもないので、連邦のお金の使い道をきちんと説明するため

にも、学習成果のアセスメントが重要なのではないかということを提案した。 
  それからＡＨＥＬＯです（資料 10 ページ）。先ほども少し触れましたけれども、どの国の大学卒業

生も共通に身につけるものがあるのではないか。それをＰＩＳＡの高等教育版としてやってはどうか

ということをＯＥＣＤは始めた。それがＡＨＥＬＯです。実は、日本も工学の分野で参加してきまし

たけれども、結局ＯＥＣＤは本格的な実施までにはいかないというようなことを決めたようです。た

だ、日本では、せっかく工学分野が中心になって研究開発に取り組んできたので、今はボランティア

の形で工学分野では取組を継続しています。工学系の教員がそれぞれ問題を持ち寄って、共通のテス

トを整理しようということを国内的にはやっています。 
  このような政策的な背景と、もう一つは、高等教育におけるパラダイム転換があります（資料 11 ペ

ージ）。教育パラダイムから学習パラダイムへ、教員から学生へ、教えることから何を学ぶかという学

習へという考え方への根本的な転換です。これもアメリカでは 1980 年代に、既に論文が発表されて

います。このパラダイム転換が起きてきている。そして、ようやく日本でも最近アクティブ・ラーニ

ング、学生の主体的学習が重要だと言われていますけれど、それは日本でもパラダイム転換が起きて

いることの現れです。 
  これまでのように教員が何を教えたかということではなくて、学生がどれだけ学んだか、何ができ

るようになったのかに視点を移すべきだということであります。 
それをひと目で見てわかるのがこのイラストです（資料 12 ページ）。真ん中の犬の飼い主の少年が

友達に「I taught Stripe how to whistle」（Stripe に口笛吹くのを教えたんだよ）と言って、友達がど

れどれって近づいて聞いてみても、「I don't hear him whistling」（全然 Stripe が口笛なんか吹いて

るの聞こえないよ）と言ったら、飼い主の少年が「I said I taught him. I didn't say he learned it」
（私は口笛の吹き方は教えたけど、この Stripe がそれを学んだということは言ってないよ）と。だか

ら教えたことと学んだことは違うということを前提に教育を考えなければいけない。 
そこで、アウトカム重視、ラーニング・アウトカムとは何かということです（資料 13、14 ページ）。

この「学習」と学び修めるの「学修」の使い分けを教えますと、期待される学習成果は、私は学び習

うを使いました。だから、目標としての学習成果です。Intended, Expected, Desired Outcomes のこ

とを「学習成果」と名付けます。目標を明示すれば学生は何ができるようになればいいか、そういう

学習目標が明確になる。その目標に達するためのさまざまな教育・学習機会を提供する。これは、言

ってみればカリキュラム・ポリシーになります。そして最後に、目標に到達したかどうかを確認する

のがアセスメントになるわけで、こういうプロセスで目標としての学習成果から教育課程、そしてア

セスメントを通じて「学修成果」になるわけです。 
  私は、このように学生が実際に学び取ったものを学び修めるの学修成果と呼びます。だから、目標

として示された、まだ期待の水準にとどまっている場合は学び習うの学習成果で、最終的に学生が身

につけたものを私は学び修めるの学修成果であるというふうに使い分けております。そして、学習成

果、教育・学習機会、アセスメント、この三つの間に整合性がなければいけない。これは学習成果の

定義です（資料 15 ページ）。これがアウトカムを重視した教育カリキュラムです（資料 16 ページ）。 
  そしてこれが、今、お話ししたＤＰ、ＣＰとＡＰです（資料 17 ページ）。この三つが整合性を持っ

ていなければいけませんということです。このあたりは今、中教審でも議論になっているところです。 
  それでは、誰が、高等教育、大学教育の質を保証するのかということですが、先ほど私は、保証す

べき質（クオリティ）は学位、それを裏づけているのが実際に学生が学び取った学修成果、その学習
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のための機会を提供しているのは大学になる（資料 18 ページ）。しかし、ユニバーサル化、グローバ

ル化が進んでいくと、本当に個々の大学だけで質保証ができるのかということですね。そういう観点

からすると、何らかの形での外的共通の参照枠組が必要になってくるのではないか。だから、個々の

大学の責任だけではなくて、さまざまな団体、あるいは国の責任もあろうかと思います。 
  大学レベルで見ていくと、出口のところで何が身についたかということについては、これは大学の

責任ですが（資料 19 ページ）、では、一人一人の教員は質保証に責任を持っていないかというと、出

口で何を学生が学んだかということは、やはり一人一人の先生が担当する授業科目、それが横にも縦

にもつながって、最終的に出口での保証になりますので、個々の先生方の質保証に対する責任が重要

であるということになろうかと思います。 
  これは、またちょっと古いのですけれど、アメリカで、学習成果が設定されているのか示したもの

ですが（資料 20 ページ）、全体で見ると、全学共通のラーニング・アウトカムズを設定している大学

は８割ある。ただ、多少、博士大学と言われるところは、少し大学全体の学習成果の設定が少ない。 
それから、アセスメントはどうなのかですね（資料 21 ページ）。学習目標、学習成果を大学全体で

設定していても、アセスメントになると、どうしてもメジャーまで組み込んだ形でアセスメントする

のではなくて、ゼネラル・エデュケーションで大学共通の学習成果のアセスメントをしているのが主

流ということを示しています。 
  また、アセスメントでどのようなツールを利用しているかを示したものです。御承知のように、間

接的な指標と直接的な指標があります（資料 22 ページ）。いわゆる主観的なアセスメントは間接評価

で、学生調査とか雇用者のアンケート調査は間接的です。直接評価は、テストとかキャップストーン、

ポートフォリオ、あるいはパフォーマンス、あるいはルーブリックを使っての評価は、直接学習成果

をアセスメントしていることになります。 
  では、どれぐらいアメリカでアセスメントがされて、どういうふうに使われているかを示したもの

ですが（資料 23 ページ）、この時点では、ルーブリックを活用しているのは 40％、それからキャップ

ストーン、卒業研究、最終プロジェクトは 37％。学生アンケート、これは間接的なものですね、間接

評価が 35％という状況です。全学独自に設定された学習成果としては、例えば Ball State University
はライティングを非常に重視して、ライティングだけは全学共通で、全ての学生のアセスメントをす

る、それをパスしないと卒業させないということになっています。 
  最後に、現状と方向性をまとめました（資料 24 ページ）。アウトカム重視のアプローチ、あるいは

学習パラダイムはかなり受け入れられていて、ではアウトカムのアセスメントは十分できているかと

いうと、その中の部分的な取組にとどまっている。さらに、ＡＨＥＬＯのように、あるいはＣＬＡの

ように標準テストを使ってアセスメントしていくのは、さらに非常に限られた部分に過ぎない。共通

テストが幅広く導入されるかどうかがこれからの検討課題である。 
  なぜアウトカム重視なのか、ラーニング・アウトカムが重要なのか、改めて繰り返しますけれども

（資料 25 ページ）、教育の改善と説明責任は当然の話ですけれど、もう一つは、私が思うには、先ほ

どお話ししたとおり学習成果とかアセスメントは、社会学でいうところの制度、インスティテューシ

ョンになっているのではないか。つまり皆が従うべき一つの決まりごとになってしまっている。だか

ら、アフリカの諸国でも学習成果、ラーニング・アウトカムとかアセスメントに取り組んでいるわけ

です。ですが、本当にその大学がアセスメントとかラーニング・アウトカムを活用するだけに十分な、

それこそインプット、プロセスが整備されているか、されていないかにかかわらず、どの国も学習成

果を設定して、そのアセスメントに取り組んでいる。ある意味一つの国際的な決まりごとになってし

まっている。 
  それはなぜかというと、大学が持っていた社会からの信頼、信用性が低下してきたからです。これ

は大学だけではありません。病院も医師も説明責任を強く求められている。つまり専門職は自立して、

他から何も口を挟まれることなく自分たちの判断で仕事ができたのですが、今やそういう時代ではな

い。大学教員という専門職への信頼が低下しているということです。 
  最後に、認証評価との関係ですが、これは大学評価・学位授与機構の基準です（資料 26、27 ペー

ジ）。基準６は、第２サイクルは学習成果になります。この基準内での各観点は、一つ一つクリアでき
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ていたのか、できてないのか大学で自己点検するときに見るかもしれませんけれど、観点６－１－①

から観点６－２－②までは、いわば、大学のアセスメントプランがきちんとできているかどうかの確

認です。 
  卒業率とか進学率、就職状況、こういうものは間接評価です。学生からの意見聴取、これも間接評

価です。単位修得率、これも間接評価。学習成果の達成度、これは直接評価ですけれど、満足度は間

接評価。この大学評価・学位授与機構の基準６も、中身がそれぞれ間接評価であったり、直接評価で

あったり、ばらばらなんですけれども、しかし求められていることは、大学はどのようにアセスメン

トを考えているか、どういう形で体系的に学習成果を測定しようとしているか、それを求めているの

だというふうに言えると思います。学習成果を中心にして、大学教育を改善していくという、教学マ

ネジメントのことを意味します。学習成果とそのアセスメントは、やはり大学改革のエージェトとい

うか、非常に重要な改革のエンジンになっていくだろうというふうに思います。 
  最後に課題ですけれど（資料 29 ページ）、時間がきましたので、よく読んでおいていただきたいと

思いますが、三つのポリシーに加えて、アセスメントプラン、あるいは先ほど出た『質的転換答申』

では、アセスメントポリシーと書かれていますが、三つのポリシーの他に、ＤＰ、ＣＰ、ＡＰに加え

て大学としてアセスメントプラン、あるいはアセスメントポリシーをきちんと確立することが重要で

ある。アセスメントの手法の開発もまだまだ不十分ですので、複数大学によるコンソーシアムなどを

通じて、共同で開発していくということが求められている。一番重要なのは学習成果であり、そのア

セスメントを中心として、個々の大学は内部質保証システムを構築する必要があります。時間をオー

バーしたかもしれませんが、これでお話を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 
 
○司会 川嶋先生、ありがとうございました。 

  では、ここで、ただいまの御講演に関しまして、事実確認を含め、簡単な御質問がございましたら、

お受けしたいと思います。御質問のある方は、挙手をいただけますでしょうか。スタッフがマイクを

お持ちいたしますので、お願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

（質問なし） 

  この後、後半のパネルディスカッションにおいても質疑応答の機会を設けたいと思っておりますの

で、それまでに質問をお考えいただき、お寄せいただきたいと思います。 

  川嶋先生、どうもありがとうございました。 

 

  引き続きまして、事例紹介に入りたいと思います。 

  事例紹介に先立ちまして、これからお話しいただく２校に関しましては、大学ＩＲコンソーシアム

という共通のプラットフォームを活用し、学習成果の把握に努めておられます。この組織に加盟され

て、各大学で、種々の取組を進めておられるということで、私から、事例紹介に入る前に、簡単に大

学ＩＲコンソーシアムの概要について説明させていただきます。 

  大学ＩＲコンソーシアムは、2012年９月25日に設立された組織で、そのベースになっていますのは、

文部科学省のＧＰです。当ＧＰでは、４大学ＩＲネットワーク（北海道大学、同志社大学、大阪府立

大学、甲南大学）が形成され、これが発展していき、現在に至っているものです。そして、設立当初

のメンバーのうち、同志社大学の山田礼子先生が代表を務めておられます。 

  本シンポジウムでこのテーマを取り上げるに当たりまして、山田先生に事前に相談いたしましたと

ころ、本日の配布資料に含めておりますパンフレットを御提供いただきました。この後の事例報告は、

本パンフレットを御参照いただきながらお聞きいただければと思います。 

  大学ＩＲコンソーシアムの取組のうち、本シンポジウムに関係するのは、５ページの学生調査です。

当コンソーシアムでは、学生調査を１年生と２年生以降で、ここに挙げておられるような項目で収集

しておられます。特徴といたしましては、先ほど川嶋先生のスライドにございましたように、学習成

果測定に向けた間接評価の一環ではございますが、加盟されている大学間の比較が可能になっている

という点がございます。そのあたりは、具体的に後ほど事例の中でお話しいただけると思います。 

  この学生調査の設計、運営に加えまして、この調査をさまざまな形で活用するイメージをパンフレ
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ットの６ページから７ページでご確認いただけます。運営のためのシステムが構築されていて、特に

右側の説明にございますように、集計結果を個別の大学、あるいは比較していく、経年比較をする、

相互比較という形で見られるものになっています。一部の結果については、ＩＲｉＳと呼ばれている

仕組みを通じて、無償で皆様にも御確認いただけますので、もし御興味をお持ちでしたら、後ほど御

確認いただければと思います。 

  現在、私の確認した範囲ですけれども、当コンソーシアムには平成26年７月現在、計20校が加盟さ

れていて、学生調査をそれぞれ実施され、さまざまな形で活用されているようでございます。 

  今回、スライドの黄色の枠で囲っております、国立大学から鹿児島大学、私立大学から関西学院大

学様の二つの事例紹介をお願いしているということでございます。 

  私の説明はこの辺にいたしまして、早速ではございますが、事例紹介１という形で鹿児島大学の渋

井先生からお話しいただきたいと思います。では、渋井先生、よろしくお願いいたします。 

  渋井先生におかれましては、東京大学総合文化研究科を修了されまして、その後、大学評価・学位

授与機構での職歴をお持ちでございます。現職の鹿児島大学におかれましては、教育センターにご所

属されるとともに、学長補佐をお務めになっておられます。実務においては、企画・評価・ＩＲ担当

ということで、実際に学習成果の測定に取り組んでおられるとともに、評価システムの検証といった

研究にも取り組んでおられます。 

  では、渋井先生、よろしくお願いいたします。 

 

【事例紹介１：「鹿児島大学の学習成果測定に係る取組」講師：渋井 進氏（鹿児島大学教育センター高

等教育研究開発部准教授）】 

○渋井 進 御紹介ありがとうございます。渋井でございます。 

  今回、「ＩＲコンソーシアム加盟校の現状と課題」ということで、鹿児島大学の事例を発表させてい

ただくのですが、先ほど、たくさん大学ＩＲコンソーシアムの加盟校があったのですけれど、ここで

発表させていただくからといって、決して鹿児島大学が優れた大学で、先進的な取組を行っているわ

けではないということを、すみません、最初に言いわけがましい感じですが、申し上げます。 

  むしろ、こういう大学が、今、ちょうどシステムを使おうかな、きちんと学習成果を利用して頑張

っていこうかなと考えている状況だということを見ていただいて、うちも大丈夫なんだなぐらいに考

えていただければという感じでございます。 

  さて、発表の構成でございます（資料２ページ）。まず、自大学もこんな感じでやっていますという

話から始まって、次に、私はこんな組織にいますという話で、次は、実際にどういう経緯で大学ＩＲ

コンソーシアムに加盟したか、次に、実際にどういったデータがあり、どういったデータを使って鹿

児島大学の現状を把握しているということと、実際の課題と今後の展望についてお話をさせていただ

きたいと考えております。 

  まず最初に、自大学ですが（資料４ページ）、鹿児島大学はそこそこ有名かもしれませんけれど、一

つ前提として申し上げると、割と大き目な大学で、九州で２番目に大きい学生数です。最近、進取の

精神という言葉で売り出しておりまして、これがキーワードになっています。基本的に島嶼とか環境

とか、地域貢献に重点を置いている大学でございます。 

  そういうふうな第２期中期目標期間には（資料５ページ）、進取の気風にあふれる総合大学という

ことがメインになって、進取の気風と進取の精神と二つあるみたいなのですけれど、学長の間ではど

う違うというのがあるらしく、私はあまり違いがわからないので何か使い方がちょっと違うかもしれ

ませんが、どうもそういう感じでやっています。 

  進取の気風広場を作ったり（資料６ページ）、ちょっとネーミングセンスが問われる感じですけど

ね。マスコットキャラクター「さっつん」も最近できまして（資料７ページ）、余り知らないですかね、

氷白熊、かき氷のしろくまというのがあるのですけれど、それからヒントを得て、大きなシロクマの

キャラクターに薩摩の偉人たちの歴史を思わせる紋付はかまを着せて、頭に桜島を乗せたみたいな感

じです。ごくありきたりに作ったのですけれど、ちゃんとホームページからの抜粋です。 

  組織の体制でございまして（資料８ページ）、「室体制」ということになっていて、別に大層なこと
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ではなくて、少し機動性を上げるために学長の下に学長補佐を何人か置いて、例えば私だったら真ん

中にあります企画・評価・ＩＲ室ですし、それぞれ何とか室と分けて、機動性を高めていろいろ決め

ていくということでございます。 

  そういう感じですが、私がお話をするということで、私の目から見た事例になりますので、私がど

ういう位置付けのところにいるかというお話をさせていただきます（資料10ページ）。私は肩書がい

ろいろありまして、一つは教育センター高等教育研究開発部の専任教員なのですが、兼務で学長補佐

（企画・評価・ＩＲ）担当という先ほどのＩＲ室の話と、もう一つはＩＲセンター長でして、下の二

つはほとんど同じようなものですが、上と下で大分顔が違うのですね。これが非常にやりづらいとい

うので、そのやりづらい私の状況を見て笑っていただいてもいいかなという感じなのですが、そうい

う二つの総務系と学生系に分かれて、そこで少しいろいろ苦労している話は、ここから先で出てきま

す。 

  どういうことかというと、教育センターはいわゆるいろいろな国立大学にもあると思います。教養

教育を取り仕切るための組織でございます（資料11ページ）。あとはＦＤとかそういうこともやって

おり、兼務１人と専任２人と、あとは各学部の選出委員が何名かいます。 

  もう一つ、こちらが企画・評価・ＩＲ室ですが（資料12ページ）、これは総務部の管轄でございまし

て、これもいわゆる企画課とか評価課とか、一般的なところと余り変わりません。大きな大学なので、

ちょっと人が多めについていると思いますが。問題は、ＩＲセンターがあるのですけれど（資料13ペ

ージ）、去年の５月に設置して、実は会議を１回しか開いていないのです。これは余り触れたくないで

すが、やはり嘘はついてはいけないということで、組織が、特に学長補佐と事務局の各部長との事務

的な組織で、これは何を目的に作ったかというと、評価に関わるデータを出してもらおうということ

で作りました。評価をする際にデータをとりやすいように。このいろいろな規則、要綱を作ったので

すけれど、全部運営及び評価に係ると付いています。運営及び評価に係るＩＲというと、それがＩＲ

の全てだろうという話もありましたけれども、少し問題として教学ＩＲという話がありまして、それ

はやらないよと宣言しているわけです。 

  さて、ここから具体的な話になってまいります（資料15ページ）。大学ＩＲコンソーシアム加盟の経

緯ですが、私、実は2012年４月、一昨年の４月に鹿児島大学に来て、５月にちょっとした出来事があ

りました。また後で説明します。７月に学長が参加を、トップダウンの指示ですが、実はその裏で企

画・評価課がこういうこともやったほうがいいのではないかと主導していたというのがあります。 

  その後、教務部の教育改革室という、先ほどの「室体制」の教育改革室で決定して入会したのです

が、なかなか腰が重たくて、最初は試行的に参加すると。私、次の年から学長補佐として正式に入り

まして、その年にＩＲセンターができたということです。こちらは学生部のほうですね。今度はワー

キンググループで、これは入ったはいいけれど、実は加盟して、どうやるかとかも検討していなかっ

たのです。やっとこのときに動き出したということです。この年に１年生調査をやって、試行的な調

査報告書を作りました。この報告書の内容をまず説明いたします。 

  これは皆さんのお手元にない資料ですけれど、高等教育研究開発部の人もかわったからいいかと思

うのですけれど、２人専任がいるのですが、私の高等教育研究開発部にこういう依頼をすることにな

りまして、ある意味で日本の高等教育の永遠のテーマである、学生の自学自習を実質的に行わせるた

めの具体的な提言や企画を、学生の学習実態調査に基づいて行って、報告書として書いてくださいと

いうことで、できるだけ実現可能なものを提言してくださいという、いや、困ったなということで、

この調査の設計自体を私がやったわけではないのに、いきなりこれをやれと言われて、さて、困った

ということで、この調査を少し見てみたのですね。 

  実際どういうものかというと、全学ＦＤ委員会がありまして、そこで行っていた学生アンケートで

す（資料16ページ）。これから何か言わせるためにどうすればいいかと考えたのですが、３年間行って

いたのですけれど、３年間の改革の変化がほとんどないこともありまして、なかなか解釈が難しい。 

  どういった調査の内容を当時行っていたかというと、これ自体はこれで完結しているもので、悪い

ものではないですが、これは現状を把握するだけで、ここから具体的な実現可能なものを出すのは難

しいと私が答えてしまったら、その後少し関係が微妙になってしまいまして。 
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  結構しっかりと行っていたのですね。２年終了時の学生成果について、いわゆる学生アンケートで

すね（資料17ページ）。具体的には後で説明します。しかし、調査の限界がありました（資料18ペー

ジ）。やはり現状把握が目的で、直接的に何か導けないということなので、改善案のためには、コンソ

ーシアムに関連すれば、他と比較可能なデータはとれると提案したのですけれど、教育センターでは

反対されたのです。ですので、実はこっそり企画・評価課と何回か話をして、そちらのほうから学長

室に根回しをして、学長に、やろうと言わせたというのがあったのですね。これは私がやりたかった

だけではなくて、当時の企画課でもそういうことを考えていたということがあります。 

  比較の問題として、あとはデータ自体が、質問肢の設定が、並列に比較して判断していい項目かと

か、ほかの大学との比較だったら意味があるのですがという形態でした。例えばこのデータを見てい

ただきたい（資料19ページ）。幾つかある中で、「鹿児島大学に対して」というのがあって、いろいろ

な項目から、教育の設備が整っていて勉強がしやすいとか、図書館や端末室がいい、いわゆる設備の

話、あと学生支援対策などもあります。なぜか、鹿児島大学は常に新しいことに挑戦している、先ほ

どの進取の精神から考えると、この点数は高くないと困るのですね。しかし、これを見ると「強くそ

う思う」が非常に少なくて、「少しそう思う」、「あまりそう思わない」が圧倒的という、こう見ると余

りよくないなと見えるのです。 

  しかし、多分これは鹿児島大学だけではなくて、例えば評価大学だったとしても、そんなに高い点

数はつかないと思うのですね。この設定自体が、例えば「常に」と言ったら、絶対丸なんかつけるわ

けがないというのは、みんな受験生のときに習ってきている話でありまして。あと、非常に危険なの

が、こういった学内だけでのアンケートだと、並列に他の項目と並べているのですが、特にこれは違

うものを聞いているのですから、これが低いと結論づけるための何の根拠もないことになるわけです。 

  でも、それにみんな気づかずに、「鹿児島大学は常に新しいことに挑戦している」とはみていない学

生の割合が高いと書いてある。高いから悪い、ほかと比べるとか書いてないですけれども、絶対的に

高いと書いていること自体間違いではないけれど、何かそういう雰囲気を生んでしまう、これは余り

よろしくないということで、少し使いづらいということです。 

  ということで、結局コンソーシアム加入から現在の学内の雰囲気で、企画・評価・ＩＲ室から見た

問題点だと、やはり学生部が学部の状況をきちんと把握していないということなのですね。根拠資料

が、皆さん、今日は評価担当の方が多いと思いますので、直接学部に問い合わせても、出てこない状

況があったのです。学生部が教学のマネジメントができてないという話で、どうしても余り学部に何

か指導とかをしないということがありまして、共通教育だけはやりますという形になっていた問題点

があったのです。ですので、なるべく企画・評価・ＩＲ室としては、各学部にきちんと学習成果の測

定を進めていきたいということで、こういうことをＩＲコンソーシアムで広めていければと考えてい

たわけです。 

  さて、こういうふうに苦労しながらやっている学習成果の把握の取組ですが、実際どういうふうに

使っているかということを、ワーキンググループみたいなもので考えて美しい図は作ったのですけれ

ど（資料21ページ）、この図のとおりに、一応こういう資料で作ったのです。例えばプランニングして、

ＦＤ委員会でどういうふうに行うかということを決定して、実際には各部局で行いますというような

調査は実行して、分析は高等教育研究開発部、つまり私にやってくださいと言って、それはしようが

ないだろうということで、改善依頼をするということで。依頼を受けた教育センター及び委員会で改

善を図ると美しい図になっているのですけれど、これがきちんと動くのか私は少し不安なのですね。

役割の受け渡しみたいなことが多過ぎるような気も少しするのです。 

  でも、ここで私が何か言うとまた少し雰囲気が悪くなるかなと思ってやめたりしたのですけどね、

まあいいかと思って。すみません、ちょっと愚痴っぽいですね。 

  想定する分析結果の利用としては（資料22ページ）、こういうふうに基礎集計表が書かれているの

ですけれど、それを実際に、例えばこういうきれいに形ができているのですが、ＦＤ委員会で使いま

す。教務委員会でカリキュラムに関する内容とか、教育センターは１年生の分ですね。あとは外国語

です。このＩＲコンソーシアムのデータは結構外国語に関する、例のＣＥＦＲを基に達成度の自己判

定みたいなものがよくできているので、結構いいのではないかと思って、考えたいところです。 
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  さらに、具体的な分析事例についても少しお話をさせていただこうかと思います（資料23ページ）。

先ほど申し上げた2012年の試行的調査の報告書からの一例で、さきほどの学内でのアンケート、学習

成果、学習実態と３年間行ったけれど、比較できないねというデータの結果と、それがＩＲコンソー

シアム調査データになって、どう変わったかという事例を幾つかお見せしようと思います。 

  さて、分析、まず外国語ですが、なかなか大変なのですね（資料24ページ）。英語教育、同じ教育セ

ンターに外国語教育推進部門がありまして、そこの英語教育が、なかなか成果が上がっていないと学

内で言われてしまって。見ていると、同じセンターの先生が頑張ってやっているように私は見えるの

だけれど、成果が上がっていないと言われてしまっていて、いたたまれないと思って。では、成果が

上がっているように見えるデータを出してあげられないかと思って、もう一回見てみたわけです。 

  これが前に行ったアンケートのデータなのですね（資料25ページ）。幾つかある中の問７で、「共通

教育によって入学時点と比べて変化したこと」があって、これを見ると、青い部分が「落ちた」なの

です。緑が「どちらともいえない」、オレンジは「伸びた」ということです。どうでしょうか、皆さん、

このデータを見て、例えば他と比べて、「外国語を読み・書き・話し・聴く力」は落ちたが多い、だか

ら本学の外国語教育はよくないという結論を導くでしょうか。 

  私は、必ずしもそうではないと、実はこのデータを見たときに思ったのです。というのは、なぜか

というと、いわゆる考え方、ジェネリック・スキルみたいなものと、外国語の読み・書きと、違った

能力が並列に比較されて、そして低いと言っている。これはフェアなデータの出し方ではないのでは

ないかと考えたわけです。 

  例えば、ここに日本史に関する能力があったとしたら並列に比較できるのではないかというのは、

なぜかというと、例えば外国語は中学からずっと、今は小学校からやっているのかな、学習している

とすると、いわゆる対数的な伸び方をするとするならば、一番伸びしろのある部分は既に終わってし

まっているわけで、大学に入ってから始めた能力の方が圧倒的に、同じ時間に対しての変化の増分は

大きいはずだと考えられるわけで、そういうことがこの設定自体が余りよくないと思ったので、調べ

てみました。 

  この図は上に行くほど、自己評価なのですが、能力が高いとみなされます。ルーブリックみたいな

何ができるとかではなくて、一番上のカテゴリーだと全く気にせず、冗談も言いながら読めますとい

うような。一番下だと何とか読めますとか、そういう話です。 

  黄色いほうが全大学、オレンジが鹿児島大学全学分で、こう見ると、まずはほっとするデータとし

ては、一番だめなＡ１というデータにおいては、全大学より鹿児島大学のほうが少ないということが

出てきていますが、他はそんなに悲観するほどではないではないかと、大して変わらないか、むしろ

いいと言っていいぐらいだと言えるわけです。 

  現在と比較してみると、同じところに並べればよかったのですけれど、少しずらしてみましたので。

やや低かったのが、全体に現在の方が上がっているとみなせるのだったら、前のスライドに対して、

やや全体が上に上がっているという感じになっています。ということなので、どうやら、例えば読む

力だと、むしろ現在下がっているとはそんなにみんな考えていない。先ほどの短い質問肢で聞くより

もよほど、それぞれ読む力とか何とかの力とか分けて聞けば、そんなに下がっているとは決して言え

ないという話です。 

  会話力もこんな感じです。入学時で現在、明らかに上がっています。英語の先生にこのデータを見

せて、先生方、そんな悲観するような状況ではないかもしれませんよと、これを出せば多分他の人た

ちにそんなに責められないで済みますよと言ったり、そういう使い方もあるのかなと。だからといっ

て英語の教育の改善に対する努力をなくすという話ではないですけれど、不当な低い評価は避けられ

るということです。 

  さて、もう一つ、時間外学習時間を増加させるためにというものでございます（資料27ページ）。こ

ちらがデータですが、自学自習云々という話で、やはり単位の実質化をするために勉強してほしいと

いうのがあって、では大学としてどんな施策を打てばいいのかわからない。ということで、鹿児島大

学と全大学を見るとどうですかね、３～５時間がちょっと多いけれど、１時間未満は少ないし、本学

はそんなに特別に悲観するようなデータでもないという感じは言えるのですが。 
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  これを見て、もう一つ（資料28ページ）。週当たりの活動時間に関する項目が幾つかあったので、時

間を何に使っているのかということですね。基本的な報告書の作りとして、全大学と比べて、自大学

に少し差がありそうなものを一つ抜いてきて、差がありそうなものだけをチェックした。大学外でア

ルバイトや仕事をするというところが少し差があった。別に言い訳とかそういうわけではないですが、

欠けてももともとデータが特に信頼性があるわけではないから、参考程度にということになるのです

けれども。 

  これを見ていただくと、鹿児島大学は、どうやらアルバイトや仕事をする時間が「全然ない」が全

大学に比べると少ない（資料29ページ）。時間として「11～15時間」とか多かったです。この二つのデ

ータを組み合わせて、あくまでも仮説ですが、結構学生さんはお金に困っていて、それでアルバイト

に時間を使っているのではないかという仮説も成り立つわけです。例えば時間外学習を増加させるた

めに、もう少し経済的に支援する制度とか作ってみたらおもしろいのではないかという仮説も成り立

つわけです。あくまでも仮説ではありますが。 

  さて、このようにいろいろお話をしてきたのですが、課題と今後の展望、課題だらけですけれど（資

料30ページ）。一つは企画・評価課と教務課の連携があって、ＩＲは少し縦割りになってしまって、ど

うしても対立したような形になってしまって、これを何とか、もう少し協力してうまくやる方法はな

いのかなと思ったり、なかなか難しいのですけどね。 

  もう一つは、教務課と学部教育はしっかりと連携していかなくてはいけないということで、学部に

おける利用の推進ということで、今回のデータ、なかなか学部で使えないということなので、あるい

は学部が余り参加に乗り気ではないところもありまして。しかし、一部の学部では、実は全部参加し

たいという人もいて、割と温度差があるのです。その辺をどう調整していくかというところです。一

つは法人評価の現状分析があるから、しっかりと学習成果を測定していないと大変なことになります

よと言えば、もしかしたら参加するのかなと、こういうふうにも考えているわけです。 

  もう一つは、分析方法の細かい話ですが、ＩＲコンソーシアムのデータの自由度が結構高いので、

そこから何を用いるかが一つのポイントで、なかなか難しいですね。単に自大学と全大学とか、実は

国立大学グループとの比較といろいろやっているのですが、そういった項目の単純比較しかしていな

いので、それ以外の部分をどうやるかなと考えて。あとは、大学基本条項というデータも入れている

ので、他の直接資料とどう結びつけて使おうかというのも、まだ検討中でございます。 

  分析結果をどう使っていくかという話ですが、先ほどの英語教育、もちろん言いわけとして、きち

んとやっていると言うだけではなくて、実際に低いと考えられるものは、ここの部分を強化したほう

がいいとか、いろいろな能力に分かれてもいい、こういうところでは入りやすいかなと考えておりま

す。 

  ＩＲセンター、そろそろ何とかしないとまずいというのがあるけれど、やはりＩＲと聞いたらエン

ロールメント・マネジメントでしょうということですね。今年の秋にアドミッション・センターに専

任教員を採るということで、そちらのほうで何とか打開できないかと考えているわけです。そんな状

況で鹿児島大学は頑張っているところです。どうもありがとうございました。 

 

○司会 ありがとうございました。非常に具体的な事例を交えてお話をいただきました。 

  では、ここで質問ございましたら、お受けしたいと思います。御質問がある方は挙手をお願いいた

します。いかがでしょうか。 

○質問者 今の調査の結果、おもしろかったのですけれど、学科に落とし込んだりして、分析はされて

いるのですか。 

○渋井 進 いや、まだしていないです。学科単位で分析ができるほどにデータがそろっていないとい

うのがあります。それがベストなのですけどね、そういう方向でいきたいと思っていて、今は学部に

おける利用の推進というのを考えているのですが、なかなかそこまでいかないというところです。 

○質問者 私のところも同じで、集まらないのですね。例えば10学部あって、たまたま１学部はすごく

回答率がよかった。建築学科だったのですけれど、建築学科が、来年アクレディテーションがあるか

ら、そのためには部分的に使えるということはあったのですけれど、そういう使い方は今まだないで
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すか。 

○渋井 進 そうなのですよね。今、上級生の調査をやるということで、各学部でデータをとろうとい

う話になって、それでどうしようかと今ちょうど行っているところで。工学部が全部参加したいとな

っていて、でも、他の学部は余り参加したくないということで、だったら、もう工学部だけにしてし

まえばとか言うのですが、それはどうやら却下されたので。何か満遍なくとりたいと言って、すごく

少ない、保健学科は８人とか。そういうふうにきれいに鹿児島大学を代表するデータをとると言い出

したのですよね。 

  一応鹿児島大学としての代表データとしては見られるのだけれど、とり過ぎた工学部のデータを大

学ＩＲコンソーシアムに出すのをやめて登録しないほうが、集計結果を見るときには、うちの大学は

と言えるとか、そういう問題もあって。 

  私は、やる気のある学部とか学科だけを、一般的モデルとしてデータを見てみるほうがおもしろい

かなと。ＩＲコンソーシアムさんにとっては余りよくない。 

○質問者 もう一件コメントとしてお返ししたいのですが、それであれば、手法的にできるかどうかわ

からないですけれど、工学部のレスポンスレートとして重みがあるから、それをウエイトかけて軽目

にして、コンソーシアムに提出するという。 

○渋井 進 私もそれも思ったのですが、事務的には難しいらしくて、何か無作為抽出すると言ってい

たから、それでいいかと思って。 

○司会 ありがとうございました。 

  とりあえず時間の関係もございますので、またこの後、パネルディスカッションでも質疑応答をお

受けしたいと思います。では、渋井先生の御報告をこれで終わります。渋井先生、どうもありがとう

ございました。 

 

  続きまして、二つ目の事例として、私立大学から関西学院大学教務機構事務部課長補佐でいらっし

ゃいます永井良二様から、私立大学における取組について、お話をいただきます。 

  永井様におかれましては、プロフィールにございますように、民間企業でシステムエンジニアとし

て御勤務なさった後に、学校法人関西学院に入職されました。情報システム等に関わられた後に、現

在、学習支援システムの導入、あるいはＩＲに関する業務に従事しておられます。 
  では、永井様、よろしくお願いいたします。 
 
【事例紹介２：「関西学院大学におけるＩＲコンソーシアム加盟の現状と課題」講師：永井 良二氏（関

西学院大学教務機構事務部課長補佐）】 
○永井良二 はじめまして、関西学院の永井と申します。よろしくお願いいたします。 
  本日は、このようなシンポジウムでお話させていただく機会を設けていただきまして、非常に感謝

しております。本学におきましても決してＩＲが進んでいるわけでは現状ございません。ただ、大学

ＩＲコンソーシアムに参加することで、徐々にではありますけれども、学内におけるＩＲの理解が進

んできているように感じております。そのようなことを踏まえて、本学の現状と課題について御紹介

させていただきたいと思います。 
  本日、お話しさせていただく内容ですが（資料２ページ）、先ほどの渋井先生のお話とほとんど似か

よった形の構成になっております。大学ＩＲコンソーシアム加盟の経緯から本学での調査の実施の状

況、活用状況、本学における今後のＩＲの展望ということで考えております。 
  まず、少し簡単ではありますけども、自己紹介させていただきたいと思います。浅野先生からも御

紹介いただきましたが、民間企業で２年半システムエンジニアとして勤務しておりました。その後、

関西学院に転職したという形になるのですけれども、入職後は、13～14 年くらいずっとシステム部

門に関わっており、ネットワークや教育研究システムの構築に携わっておりました。 
  2010 年に、現在所属しております高等教育推進センターが改組して設置された際に異動となり、

当初は学習支援システム（ＬＭＳ）の導入・構築に携わっておりました。また、高等教育推進センタ

ーの前身の部署が学生調査や卒業生調査を行っておりましたので、それに携わるところから、次第に
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このような調査業務に関わるようになったというところです。 
  そして、およそ２年前、2012 年の秋から、本日のお題でもあります大学ＩＲコンソーシアムや、大

学間連携共同教育推進事業に携わるようになりました。このような経歴ですので、例えば、私の名前

をグーグルで検索していただくと、システム系の導入事例しかほとんど出てこないかと思います。逆

にそのような経歴であっても、ある程度ＩＲに携わっていけるのだなというところも、これからＩＲ

室とかＩＲ部門ができて、右も左もわからないまま担当するようになったとしても、十分やっていけ

るということが、皆様の励みになればいいかなと思っております。 
  まず、大学ＩＲコンソーシアムの加盟の経緯に関してお話させていただきます（資料４ページ）。本

学では 2009 年から大学として、中期計画を進めておりました。その中の事業の一つとして総合的学

生支援、いわゆるエンロールメント・マネジメントを行うということを一つの課題として挙げており

ました。 
  ただ、そのための具体策がなかなか見出せていなかったのですが、当時、同志社大学の山田礼子先

生から、現在の大学ＩＲコンソーシアムの前身にあたる「国公私立４大学ＩＲネットワーク」にパイ

ロット参加をしませんかという打診をいただきました。これは４大学のネットワークからすると、現

状のようにコンソーシアムとして加盟大学を増やしていく上での参考としたいというような意向が

あったようですし、本学からすれば、なかなか打つ手がなかった総合的学生支援を進める一つのきっ

かけにならないかということで参加しました。 
  そういうわけで、大学ＩＲコンソーシアムは 2012 年からの発足ですが、本学では、2010 年から学

生調査を始めております。このような経緯もありまして、2012 年のコンソーシアム発足と同時に参

加させていただき、また、北海道大学様を代表校とする大学間連携共同教育推進事業においても共同

校として参画させていただいているという状況です。 
  本学のＩＲの実施体制ですけれども（資料５ページ）、私の担当しております高等教育推進センタ

ーは、以前は、学長室のもとに位置づけられておりましたが、昨年度の機構化に伴って教務機構のも

との一部署として組織変更がされております。本学において、多くの国公立大学にあります評価室、

ＩＲ室に近い業務を行っているのは評価情報分析室で、こちらで認証評価の業務を行っております。

また、企画室は中長期計画の立案・実行管理をしている。では、我々の高等教育推進センターは何を

しているかというと、現状は教学ＩＲに特化しています。大学ＩＲコンソーシアムの学生調査以外に

も、本学で従来から行っております学生調査などを行っています。そのほか、先ほど申し上げました

が、学習支援システムの運営管理や、ＦＤセンターとしての役割を担っていると御理解ください。我々

としては、ＩＲとしての調査や分析を行い、その結果を現場である各学部や執行部である学長室へフ

ィードバックしていくことを、これから徐々にというところですが、進めていきたいと考えておりま

す。 
  本学における調査の実施状況ですが（資料７ページ）、本学で行っている調査、これは決して全てで

はないですが、一つに、学生生活実態調査、カレッジコミュニティ調査を 1976 年から実施しており、

今年で 18 回を迎えております。次に、卒業生調査ですけれども、こちらは 1999 年から、これまで３

回、６年ごとに実施してきました。私自身、高等教育推進センターに異動して、この卒業生調査に最

初携わって、調査に引きずり込まれていったところでございます。 
  過去に行っていた調査は、当初は先生方の研究の側面が大きく、業務支援に結びつけるとか、大学

の施策に結びつけるということも難しく、調査に関わった先生方の興味に偏った調査項目になってい

たりもしたので、徐々に質問項目等の見直しをしているところです。ほかに、授業調査なども我々で

行っております。 
  こういったバックグラウンドがありましたので、いざ調査を始めるとなったときでも、スムーズに

調査に取り組めたというような側面があります。今日お話させていただくメニューのところにもあり

ますけれども、2010 年から大学ＩＲコンソーシアムの調査を行っております。昨年は、連携事業での

卒業生調査も行っております。これは、キャリアの接続性に注視をするような調査を北海道大学様と

ほぼ同じ質問項目を用いて、相互比較できるようにという形式で取り組んでおります。 
  こちらのＵＲＬに調査報告書も全てＰＤＦで挙げさせていただいておりますので、ご関心のある方
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は、ご覧いただければと思います。 
大学ＩＲコンソーシアムの調査項目については、最初、浅野先生の御紹介をいただいたところなの

で（資料８ページ）、あまり御説明するところはございません。ただ、一点、回答の所要時間は 10 分

から 15 分と言われているのですが、実際に本学の現場では 30 分以上かかって困るという先生方の声

もいただいております。本学はマークシートを用いて実施しており、授業中に配付してその場で回収

するということを当初は行っていたのですけれど、少し時間がかかり過ぎるということで、学部によ

っては、授業中に配付だけ行って、あとは学生に事務室に提出するように先生方にご指導いただいて

いる学部もございます。この調査の大きな利点としては、アンケート調査に学生番号を書かせること

で、ＧＰＡだったり、履修状況や成績情報、取得単位、ＴＯＥＩＣのスコアとアンケートを結びつけ

て分析できる構造となっておりますので、このあたりは非常に優れたところなのかなと考えておりま

す（資料９ページ）。 
  これまでの本学の調査の実施状況ですが、当初パイロット参加した 2010 年、山田先生からお声掛

けいただきまして、当時の担当者がどの学部なら実施できるかなということで、４学部ほど声を掛け

たようですが、実際に参加いただいたのは２学部（資料 10 ページ）。他の学部からは、なぜやらない

といけないのかと言われたようなのです。2010 年のパイロット参加のときは、２学部。翌 2011 年に

は、神学部は学生数も少ないのですが、神学部と法学部が参加。学年については、１年生をやったと

ころは、翌年が２年生、その次は３年生という形で当初、我々の中では考えておりましたので、２年

目には１年目やった経済、商学部は２年生まで参加しております。翌 2012 年、この時は、経済と商

学部は３年生まで、法学部と神学部は２年生まで。３年目は、社会学部と理工学部、総合政策学部が

新たに参加しました。理工学部、総合政策学部は当初から、１、２、３年生という形でスタートしま

した。 
  これは、ちょうど 2013 年度に、理工学部、総合政策学部がある神戸三田キャンパスにアカデミッ

ク・コモンズを設置しましたので、それで学習時間がどれだけ変わるのか、ぜひ見たいからやってほ

しいと、当時の担当者が学部の事務長にお願いして実施していただいたそうです。そういう背景もあ

って、ここはいきなり１、２、３年生という形です。昨年はようやく全学部そろって実施しており、

１年生調査はもちろん全てなのですけれども、上級生調査については、これまでの３年間の中で、授

業中に調査票を配付する関係で必修科目のない学部、学年は調査をやりづらいという声もあったこと

から、まずできる学年で考えてくださいという形でお願いしました。 
  ほとんどの学部で、１年生と３年生、４年生はゼミがございますので、１年生は全学部、上級生に

ついては、４年生を対象にした教育学部をのぞけば、３年生は１０学部を対象として実施いただきま

した。ただ、３年生を全学共通で比較できるようにしていきたいと思っていますので、今年の実施に

当たっては、教育学部には３年生も調査対象に加えてもらえませんかということを我々からお願いを

させていただいている状況です。 
  これはほとんど数字なので見ていただくと（資料 11、12 ページ）、１年目は経済学部、商学部の全

学生 1,268 名に対して 1,044 件。回収率は非常に高くて、８割ぐらい。徐々に回収率は下がっていっ

ているのですけれど、2013 年においても、１年生の調査で 63.8％。上級生は、なかなか２年生を対

象にしながらも回収しづらいところもあって、53％ほどなのですが、なかなかの回収率になっている

のではないかと思います。これは授業中に配付、回収しているというところが多分に占めているのか

と思います。 
  ただ一方で、大学ＩＲコンソーシアムで運用しているＩＲｉＳに登録されているデータのうち、１

年生調査で１万 5,500 数十件に対して本学分が、3,470 件ありますので、全体で 22％。上級生に至っ

ては３分の１以上を占めている。これは余りに本学の影響を全体として与え過ぎているなというのが

反省しているところもあるのですが、各学部に調査をお願いして実施してもらっている手前、ＩＲｉ

Ｓで見られませんと言えない部分もありまして、苦慮しているところです。ただ、現状はコンソーシ

アム加盟校は 20 校ですが、加盟を打診いただいている大学数も多くなって、30 校、40 校に近づきつ

つあるというお話も聞いておりますので、そうすればこのあたりの問題は自然と解消していくのかな

とは考えております。 
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  活用状況ですが（資料 14 ページ）、参加を検討されておられる方々に、我々がどんなことをやって

いるかということをお伝えしたいと思います。本学はコンソーシアム共通の調査票ではなく、独自で

調査票を用いておりますので、７月から９月ごろに調査票の校正作業を行っております。実際の配付・

回収は 10 月から 11 月ごろに行い、データ入力後、学部の結果集計表をまず本学分だけで集計しま

す。これは学部ごとに横並びの、単純なクロス集計ですが、比較できるような形で配付しております。

この辺りまでが当該年度の仕事です。３月には学生の成績データが入手できるようになりますので、

ＩＲｉＳに登録するための成績や情報などを収集、整理して５月までにデータ登録を行います。 
  例年７月ごろに前年度のデータがＩＲｉＳで参照可能となります。他大学と相互参照ができるよう

にコンソーシアムに申し出れば、他大学と一対一の比較もできますので、例えば本学と鹿児島大学さ

ん、本学と同志社大学さん、というような集計表も作成しております。もちろんＩＲｉＳを各学部の

担当者に見ていただいてもいいのですが、一覧性がやや乏しいため、我々の方でＥｘｃｅｌ等で集計

表を作成しております。集計結果は（資料 15 ページ）、申し上げましたようにＥｘｃｅｌやＰＤＦで

学部に配付しています。ただ、どこまで見てもらえているのかは怪しい面もあります。ＩＲｉＳのア

カウントも各学部に発行していますけれども、ただ見てくださいでは、我々としても無責任と思い、

各学部の教務担当者向けにデータ活用の講習会を、今年初めて実施してみました。全学部から 20 名

参加していただきました。このような活動を通じて、現場の職員にとっても、やらされるだけではな

く、使うための調査になっていけばと考えています。 
  このスライドについては、撮影は御遠慮いただきたいのですけれども、御覧いただくと、学生にと

って定期的に小テストやレポートが課されているけれども、返却やフィードバックをしてもらえない

というのが、学生の実感としてあるようです。このように、普段感じながらも、日々の業務の中で把

握しきれていない事柄を、現場の学部にフィードバックしていきたいと思っております。また、学生

が自分の考えで研究を発表する、授業中に議論をする、などといった、いわゆるアクティブ・ラーニ

ングの取り組みは、思ったより行われていることを、調査をして改めて把握できました。 
  今後ですが（資料 16 ページ）、先ほど各学部の職員を集めて、説明会を行ったお話をさせていただ

きましたけれども、各学部の執行部の先生方や大学執行部との分析報告会を行っていきたいと考えて

います。また、学部による特徴があらわれる面がありますので、学部ごとの比較、学問・分野ごとの

比較を行っていけるように、ＩＲｉＳを改善していく必要があるとは思っています。 
  少し話は変わりますが、大阪府立大学の高橋先生もよくおっしゃっておられることですが、ＧＰＡ

が本当に比較するための基準・指標になり得るのかと、我々も少し疑問に思っているところです。Ｇ

ＰＡの代替となる指標や、本学にとってのＫＰＩとなる指標が、これらの調査の中からうまく導けれ

ばと考えています。 
  今後は、コンソーシアムの調査項目として欠けているものを補っていきたいと思っています（資料

17 ページ）。具体的には出口（就職や進学）、どういうところに就職しているのか、といった分析も行

っていく必要があると思っています。また、最近は、学生調査、授業調査やほかの調査を多数行って

おりますので、学生の調査疲れという声を学内でよく耳にします。そのため、コンソーシアムの調査

に集約を行い、調査項目を増やすが、回数は減らしてあげるということを考えています。後は、やっ

ている調査の共通化というか、相互参照するなりして、例えば卒業生調査と連結させたパネル調査を

できないかということを考えているところです。 
  最後に、本学としての、ＩＲ全体としての課題をまとめさせていただきます（資料 19 ページ）。一

つ目は、職員として、「なぜ」という疑問を持つセンスや能力をいかに磨くか、どういうふうにリサー

チクエスチョンを立てていく能力を磨くかというのが重要な要素なのかなと。そのほか、学内でのコ

ミュニケーション能力や仕事を属人化させずに組織として対応する体制が必要になると思います。 
 二つ目は、多くの大学で教務システムが入っていると思うのですが、それらは割と在学生と離籍者、

卒業生と別で扱っている部分があるので、卒業生のデータ保存がおろそかになっておりますので、ど

うやってデータを蓄積していくのか、ということも一つの課題かなと思っております。 
  もう一つは、本学では、企画室の小野が、「自大学に関する定量的データを収集・分析・可視化して

マネジメントに活用する組織的機能」とＩＲを定義しております。定量的データを活用したマネジメ
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ントをどう推進していくか、これが本学の課題だと思います。また、データ・エビデンスに基づく施

策立案の文化をどう根付かせていけるのか、というのは、ぜひ皆様からのお話や御意見をお聞かせい

ただければと思っております。今申し上げたことは、まとめると、スタッフ・ディベロップメント（Ｓ

Ｄ）であり、データ管理であり、ガバナンスの問題なのかなと思います。私自身が職員なので、ＦＤ

というよりもＳＤという観点でＩＲをどう進めていくかということも考えています。 
  後半、急ぎ足になって申し訳ありませんでした。どうもありがとうございました。 
 
○司会 永井様、貴重なお話をありがとうございました。 
  時間の関係で、この段階で幾つか簡単な質問等がございましたらお受けしたいと思いますが、いか

がでしょうか。挙手いただけましたら、スタッフがマイクをお持ちいたします。よろしいでしょうか。 
（質問なし） 

この後、パネルディスカッションでまた質疑応答の機会を設けさせていただきたいと思いますので、

お願いいたします。 
  では、永井様、どうもありがとうございました。 
 

（休 憩） 
 

○司会 では、ここから講演２ということで、メイン州立大学の本田さんにお話をお願いしたいと思い

ます。 
  本田さんは、桜美林大学で修士号を取得され、その後、大東文化大学において御勤務され、その後、

イギリス、アメリカに移られて、ニューヨーク州立大学アルバニー校においてＰｈ.Ｄ.を取得されて

います。そして、同大学でのインターン、職務経験を経て現在へ至っておられます。 
  では、本田さん、お話をお願いいたします。 
 
【講演２：「米国高等教育における学習成果の診断（Assessment）」本田 寛輔氏（メイン州立大学オー

ガスタ校 Associate Director of Assessment）】 

○本田寛輔 日本で講演をするときに一番緊張するのが出始めで、妙に静かなのですよね。アメリカ人

だともう少し賑やかなのですが、日本では皆さんすごく礼儀正しくて…。逆に私が緊張してしまうの

ですが、始めさせていただきます。 
  タイトルにあるアセスメントですが、この意味は何なのでしょうか。新しい片仮名を持ち込んで、

日本を混乱させるようなことは避けたいのですが、アメリカではＩＲとアセスメントを分けて考えて

いるので、前半部ではその説明から始めさせていただきます（資料２ページ）。 
  後半部では、勤務校の一般教育のアセスメントの二つの事例を報告したいと思います。日本でも学

習成果の測定が求められていると政策で謳われていますが、アメリカではアンケート調査以外に、ど

のような手法で進めているのかを御紹介いたします。 
  恐らく、用語としてはルーブリックやポートフォリオ等、答申や高等教育研究の紀要を通じて皆さ

ん御存知かと思います。ただ、そこでは単なる紹介に留まる場合が多いのではないでしょうか。実際

に、アメリカの大学がそれらのアセスメントをどのように実施しているのかについての情報は、かな

り限られているようです。そこで、アセスメントの実践について自分が苦戦していることや、改善の

兆しが見えつつある事例を少しでもお話しできればと思っています。 
  最後に、日本の評価担当者の方々への示唆で講演をまとめます。日本で学習成果を進めていく際に、

どのような点を考慮したら良いのかを提言させていただきます。 
  まず、アセスメントの業務を進めていく上で、次のような用語の定義を整理しておくことが肝心で

す（資料３ページ）。今回の主題である学習成果について、私は企業診断の意味合いでアセスメントを

「診断」と意訳しております。この他、スライドで列挙された用語は前半部分で詳しく説明して行き

ます。 
  アメリカの話をする前に日本の現状について私なりの認識を述べます（資料４ページ）。背景を端
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的にまとめれば、第三者評価の一巡目は対応ばかりに追われ、データ分析が改善にあまり活用されな

かった。2011 年のＩＤＥでＩＲと評価特集がありますが、皆さん御覧になられましたでしょうか。特

集の背景を私なりに要約すれば、日本ではアメリカのＩＲの実践例を基に、意思決定支援や改善を支

援して行こうという機運が高まりつつあるわけです。 
  日本の現状ですが、ＩＲを機能として捉えている点を確認したいと思います。一般的には「データ

を使って改善につなげる」というのが日本でのＩＲの理解です。この点は日本のＩＲを考えていく上

で重要ですよ。というのも、機能の観点でいけば、日本では学生募集のＩＲ、教務のＩＲ、学生部の

ＩＲ、財務のＩＲ、どんな分野でもＩＲが成立するわけです。さらに話を難しくすると、国立大学の

ＩＲ、私立大学のＩＲ、大規模大学のＩＲ、小規模大学のＩＲと分けて考える必要があるかもしれな

い。というのも、大学の類型や置かれている環境によっても、ＩＲの形が規定されてきますから。こ

うなると、「本学ではＩＲでこんなことしているけど、貴学はどうなの？」と、議論をする際に収集が

つかなくなる恐れがあります（と講演の前にある先生と簡単にお話ししました）。こうした課題は米

国にも無いわけではありませんが、既に専門職として確立しているので、日本の黎明期とは事情が異

なります。ちなみに、日本では教学ＩＲという言葉がありますが、アメリカには無い造語です。これ

も、ＩＲを機能として捉えているから成立する用語ですね。米国では既に機能を超えて、具体的に部

署と業務が存在しますから、教学ＩＲとは言わずに、アセスメントになります。 
  ここまで概念的な話になりましたが、私の立場としてはアメリカの定義を日本に押し付けるつもり

は全くありません。言葉の定義は、要するにその言葉と概念を共有する世界の中で成立していれば十

分なわけです。日本の文化や制度に合わせた定義を確立すること、それは即ち、現場の方々が業務を

進めていく上で、例えば執行部から「評価部署って何をしているの？なぜＩＲ部署という名前に変え

なければならないの？」と聞かれた際にきちんと説明できるよう、用語と概念が整理されていれば良

いと思うのです。 
  次に、アメリカの文脈に移ります（資料５ページ）。アメリカではＩＲとアセスメントとを分けて考

えます。私の考えでは、ＩＲは日本の評価室の業務とすごく似ていると思います。入学者が何人いて、

退学者が何人いて、卒業者が何人いて、就職率が何パーセントでという、いわゆる学生データを扱い

ます。スライドの青で括っているところ、一番左手側の部分です。 
  私は、どちらかというとアセスメントを専門でやっています。それは一番右手側のオレンジの部分

でいう、学習成果のデータなのですね。スライドの右（オレンジ色）と左（青色）で何が違うのかは、

米国でも専門分野以外の人には分かり難いでしょう。自分の上司である学務担当筆頭副学長（Provost）
からも「データは、データだろう」と言われるのですが、いやいや全然違うのです。ＩＲのデータは、

データベースに集積されているから、ダウンロードしてくるのは簡単で、分析をするのも一般的には

単純集計なので簡単です。ところが、学習成果のデータは教員と協力して、教員から学生の小論文や

エッセイをもらってきて、それをルーブリックで測定します。また、ある統一試験を導入するときで

も、ある学科の先生達と協力して進めなければならない。なので、学内データベースから簡単に落ち

てくるデータではない。ちなみに、教員と働くのが大変なのは日本でもアメリカでも同じです。私は

ある日本の私学で学務課におり、学長室担当で教員とは比較的近いところで仕事をしていましたから

…。 
  さて、ＩＲとアセスメントの中間にあるのがアンケート調査です。日本でもよく実施されています

が、新入生、在学生、卒業生を対象にして、学生サービスの満足度や学習実態を調べます。 
  次に、学内体制の話に移ります（資料７ページ）。日本の国立大学では副学長が複数いる形になって

いますが、アメリカも同様です。大学の規模により副学長の数は変わりますが、財務担当副学長など

複数いる中で、学務担当が筆頭です。プロボスト（Provost）と呼ばれています。左手側の青の小規模

教養教育大学だと、ＩＲとアセスメントが一つのオフィスで遂行され、学習成果の方は補助的な業務

しか担当していない場合が多いです。部署の規模は大体３人くらいでしょうか。 
  ところが、右手側のオレンジの例で研究大学だと、学務筆頭副学長の下にＩＲオフィスとアセスメ

ントオフィスが別建てになっているのが一般的です。それぞれの部署に３名から５名ぐらいずつ配置

されています。何せ、資金が潤沢ですから。 
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  次にＩＲとアセスメントのデータを学生の移行の観点から捉えてみましょう（資料６ページ）。川

嶋先生のスライドと合わせて考えていけば、緑の矢印のところ、入学、学習、卒業のそれぞれがイン

プット、スループット、アウトプットと置き換えられると思います。それで、ＩＲのデータで何があ

るのかといえば、インプットの入学関係では出願者数や、入学率、奨学金。スループットの学習のと

ころだと成績とか在籍率、満足度もそうです。アウトプットでは卒業率や就職率が加わります。皆さ

んも恐らく日本の認証評価の自己点検でも、これぐらいのデータは揃っていますよね。 
  では、この矢印の中でどこが欠けているのか。欠けているというと極端かな。違うタイプのデータ

として、アセスメントのデータは何かを考えてみましょう。おさらいですが、ＩＲデータは、要する

に学生のヘッドカウントに過ぎません。言葉が悪いかもしれないですけど、豆粒を数えるような仕事

です。それが入学時なのか、在学時なのか、卒業時なのか、ある学生集団の集計時期が違うだけの話

です。アセスメントの仕事というのは、その豆粒がどういう教育経験をしたのか、どういうところが

自分は伸びたと感じているのかを、アンケートやルーブリック、試験などで捉えていく作業です。 
  理想的には、ＩＲのデータとアセスメントのデータをつなぎ合わせておくわけです。学生の学籍番

号などを使ってデータを組み合わせます。どういう入り方をした学生にはどういう学習経験の傾向が

あって、卒業に４年、若しくは５年掛かっており、就職率がどうなのかなど、分析できるのが理想な

のです。ところが、アメリカもそこまでできているわけではありません。というのも、アセスメント

で苦しいのは、必要なデータが学内のデータベースに揃っているわけではないこと。自分達で教員と

協力しながら、テストやルーブリックを使ってデータ収集するので、穴があるわけです。例えば、学

生数 1,000 人いたら 300 人分を集められたら良い方でしょう。なので、全ての学生のデータをＩＲと

アセスメントの二つの領域で統合するのは至難の業です。 
  以上、アメリカにおけるアセスメントとＩＲの話が少しでもお分かりいただけましたでしょうか。

続いて、エバリュエーション（Evaluation）とアセスメントという話に移ります（資料８ページ）。 
  このスライドは、両者の間で何が同じで、何が違うかという話です。エバリューションもアセスメ

ントも何かを測定する、その部分は同じです。何が違うのかというと、その測定したデータの利用目

的です。アメリカの感覚でエバリュエーションと言ったときには、測定結果が予算配分や、人事考課

に使われるという含意がありますので、緊張感があります。ところが、アセスメントと言った場合に

は、そういう部分は抜きにして、測定の結果から改善の余地を見つけ、継続的な改善に役立てるのが

主眼となります。 
  日本だと皆さんよく評価とおっしゃいますよね。でも、その意味や定義を本当に吟味されてお使い

になられていますか。日本は 90 年代に米国のセルフ・スタディー（Self-study）を「自己点検」と訳

して導入した。ところが、大学だけに任せていては改善につながらなかったから、自己点検以上の実

効性を「第三者評価」という形で政策側が求めたわけですね。ところが、具体的な評価の定義は欠落

していた。この問題については、舘昭先生がアクレディテーション（Accreditation）を認証評価では

なく、適格認定と訳すべきだと、確か 2004 年のＩＤＥで議論を展開されました。関心のある方は是

非御覧ください。さて、話を戻せば、1990 年代から 2000 年前半の政策の流れが今日に至り、ＩＲに

も脈々とつながっているように思います。 
  今、御説明したことをもう一度、概念図で御説明すると（資料９ページ）、二つの丸の下で重なって

いる部分の測定（Measurement）はエバリュエーションとアセスメントの間で一緒の部分です。とこ

ろが、丸の上の方に行くとそれぞれが分離してきます。これは、エバリュエーションは人事考課や予

算配分に使うという目的があり、アセスメントは改善に役立てるという別の目的があるという分岐を

示しています。 
  これを整理しておかないと、どんな問題が起きるのか、私自身の事例で申し上げましょう。まず、

アセスメントの専門員として学科や学部の教授会とアセスメントの設計をするわけです。 
  では、学生の文章作成能力についてアセスメントしましょうと言うと、教員は成績がＡの学生の小

論文ばかり持ってきてしまいます。何故でしょうか？教員がアセスメントをエバリュエーションだと

勘違いしたためです。何かしらの人事考課や学科予算に結びついたら堪らない、だから自分達の良い

ところだけ見せようと頑張るのです。ところが、成績がＡの小論文ばかりを集めて学習成果のアセス
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メントをしても、自分達の弱みは見えてこないわけです。そこから改善のアクションは考え難い。だ

から、アセスメントとエバリュエーションの概念整理をきちんと説明しておかないと、アメリカでは

話が進まないのです。 
  この例からもお察しいただけるように、評価というのはどちらかというと法令遵守や儀礼的に陥り

がちです。例えば、人事考課もアクレディテーションもそうですが、極論すれば評価の場合は落ちる

方がおかしい。ちなみに、この論点は私個人の意見ではなく、主に欧州の 1990 年代後半から 2000 年

前半の質保証に関する学術研究でも指摘されています。対照的に、アセスメントであれば、先程の例

に戻りますが、教員は成績がＡからＤまでの小論文を持ち寄り、皆で査読します。これには守秘義務

が求められ、教員間で信頼関係が築かれていることが大切です。例えば、ある教員が成績はＤの学生

の小論文を査読しているときに、「こんな駄目な学生に単位を与えたのは誰先生だ？」なんて言い出

したら、皆怖くてアセスメントなんてできません。教員の匿名性を担保するのは、「英語Ⅰ」という科

目のように、複数の教員が教えているのであれば簡単です。ところが、特定の科目で、例えば「社会

調査質的手法」みたいな科目は、誰先生が教えているか分かってしまう。そういうところに配慮して、

匿名性を担保するようなサンプルの取り方をしないと、「この先生の授業はなってない」という特定

の教員に対する批判が出た際に、アセスメントは忌み嫌われます。これでは、教員は協力してくれま

せん。 
  この表も、実は私が学内で使っているプレゼンテーションで、英語からそのまま日本語に訳したも

のです（資料 10 ページ）。アメリカだと結構通じるのですが、日本ではどうなのか試しに御説明させ

ていただきます。一番左手の列で、科目の次元とプログラムの次元に分けてあります。右隣の列が評

価、その隣が診断、いわゆるアセスメントです。ちなみに、ここでは診断を企業診断のような意味合

いで使っています。 
  さて、評価を科目の次元からみて行きましょう。スライドの表の左下です。まず、教員は学生の成

績を付けています。学期末に学生の習熟度を測定し、結果は単位の修得に結び付けられます。教員が

ここで作業を終えれば、成績付けは評価で終わるわけです。ところが、多くの教員は前の学期の学生

の習熟度を考慮したうえで、次の学期の授業内容を変えたりしています。となると、測定結果が改善

にも結び付けられるので、表の右隣にある「診断」に該当することになります。ここで厄介な問題が、

アセスメントの定義を整理しておかないと、教員は成績付けのことをアセスメントと勘違いしてしま

うことです。両者は「測定」の観点では重なり合うが、結果の活用が異なります。さらに話がややこ

しくなるのは、Course-embedded Assessment という授業で既に使われているテストなどをアセスメ

ントに活用するアプローチです。教員の作業量を減らすには良いやり方ですが、話が込み入ってくる

ので、ここでは深入りしません。 
  次に、プログラムの次元を考えてみましょう。まずは、表の左上にある評価から。学生の科目の成

績は平均値としてＧＰＡに換算されます。学生の習熟度を教育課程、すなわちプログラムの次元で測

定しているといえます。その測定結果（ＧＰＡ）は、奨学金の受給資格や大学院の進学に関わってく

るので、評価です。次に、表の右上のプログラムの診断に移ります。評価の数値であるＧＰＡでプロ

グラムの教育改善ができるでしょうか？あまりにも集約化されたデータなので、成績が何を意味して

いるのか、具体的にプログラムのどこを、どのように変えたら良いのかを示唆するデータにはなって

いません。なので、学内の教員にこう訴えます。「教員の皆さんが、科目の次元で改善の努力をしてい

るのは十分認識しています。ですが、適格認定からは、プログラムの次元で教員集団が学生のラーニ

ング・アウトカムに沿って、自分達の学生の学習成果を測定し、カリキュラムを改善するよう求めら

れているのです」と言うと、大体皆さん納得されます。というのも、教員はやはり個人商店ですから、

個人ではすごく頑張っているのですが、教授会として集団でやっているかというと、実はそうでもな

い。 
  何故かというと、別に教員が怠けているとか使い古された批判をするわけではありません。そうで

はなくて、私は研究大学の博士課程に進んで感じたのですが、研究型大学になればなる程、その分野

で第一線の教員が進めている研究内容自体がカリキュラムみたいな節があります。そこは、教員はお

互いに干渉したくないわけです。また、教養教育大学でも、各専門分野に教員を一人配置するのが常
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です。そうすると、皆が蛸壺で、同僚の専門分野に関しては門外漢になり、他の教員がどんな教育を

しているのか口出しし難い。そこを、私みたいな学部・学科に属さない専門員が入って音頭を取り、

教員と進めるのがプログラム次元のアセスメントです。 
  ここでアセスメントの話から一歩離れて、組織運営について極論を言えば、大学組織は構造的に運

営が上手くいかないような設計になっていると学内者ですら皮肉を言うことがあります。アメリカで

複数の大学の学長を務め、大学の組織論を展開したバーンバウムでさえ、著作の前半でアメリカの大

学の組織運営は民間に比べたら杜撰に映るだろうと書いています。 
  話を元に戻しましょう。改善、改善と今まで申し上げてきましたが、改善と一言で言っても色々あ

ります（資料 11 ページ）。ここでは、段階として整理してみました。最初は課題の認識と課題の分析。

先程の例で言えば「英語Ⅰ」です。複数の教員が教えていますが、おそらく、各教員が学生の習熟度

に関して違った問題意識を持っているでしょう。それを、単なる認識論で議論していては埒が明かな

いわけです。だからこそ、次の段階で課題の分析が必要になってきます。これが、いわゆるアセスメ

ント。それが終われば、測定結果から、「英語Ｉ」でも文法なのか、語彙力なのか、文章構成なのか、

どこに力点を置いて授業改善をすればよいのかという解決策の議論に段階が移ります。例えば、文章

構成を改善するのであれば、新しくパラグラフ・ライティングの教科書を部分的に導入してみましょ

うという解決策が考えられます。あとは、授業改善の計画を実際に施行して、一定期間が経った後に

学生の小論文を改めてルーブリックを使って査読し、解決策がどれだけ効果を上げたのか分析します。

教員が期待する達成度に学生が到達していなければ、さらに教え方の工夫を重ねます。いわゆる、日

本で叫ばれているＰＤＣＡですね。まぁ、ここまでは理論的にそうなるはずだという話で、実際にど

の程度できているかは別の話ですが…。 
  このスライドの一番下の２項目「結果の測定」、「解決策の修正」までできれば理想ですが、正直こ

こまでできている大学はそう多くないと思います。私が全米のアセスメント集会へ行ったときや、地

域のアセスメントの担当者の会合に行っても、下の２項目までできているところは数少ないようです。 
では、これまで何の定義もなしに学習成果の話をしてきましたが、このスライドでラーニグ・アウ

トカムズとは何かを考えてみましょう（資料 12 ページ）。 
  日本の文脈とアメリカの文脈ということで、違いをここで確認しておきたいと思います。日本の文

脈は、川嶋先生のお話にもありましたように、アウトプットとアウトカムを分けて考えるところです。

大学評価機構の川口先生だったと思うのですが、何かの報告書で「大学が何かしらの活動をしたら、

それに関するアウトプットが何でも出てくる。アウトカムとは、大学の理念に沿った活動の結果であ

り、アウトプットのエフェクティブネス、いわゆる効果なのだ」という旨の御説明をされていたと記

憶しています。私は欧州の質保証制度をあまり深く調べているわけではありませんが、この考え方は

欧州的な発想なのでしょうか。日本では、認証評価の第一周期目で多くの大学があらゆる活動の状況

を何でもかんでも証拠として取り上げたきらいがあり、こうしてアウトプットとアウトカムを分けて

考える必要が出てきたのではないでしょうか。まぁ、政策側として広く考えたときには、こういう捉

え方ができるのかと思います。ところが、皆さんのような評価の実務担当者がこの広義な捉え方で運

用できるかというと、難しくありませんか？実際に認証評価では就職率や、資格取得率、大学院進学

率という狭義で現実的なアウトカムが求められていて、政策側が言うところのアウトカムの議論に必

ずしも噛み合っていないような気がします。 
  ちなみに、米国ではわざわざアウトプットとアウトカムを分けて考えていません。アメリカはもう

少し単純というか、すごくシンプルです。要するに、川嶋先生のスライドの 11 番にもありましたが、

教育パラダイムから学習パラダイムへの転換です。あの男の子が「犬に口笛を吹けるように教えた」

というのが教育側の観点、でも、犬は「口笛吹けないよ」というのが学習側の観点、それらは別なわ

けです。今、アメリカは、例えでいうと「犬が口笛を吹けるようになったかどうか」を真剣に測ろう

としているわけです。では、アウトカムとはアメリカの文脈だったら何なのかというと、学生が理解

や技能を実演でき、測定できること。これには、二つの側面があります。まず、アウトカムのステー

トメント（Statement）、いわゆる条文を作成する。その上で、各アウトカムを学生がどの程度達成し

ているのかを測定します。 
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  ここまでが、前半部のアセスメントの総論です。では、後半の米国の状況や具体的な測定手法に移

りたいと思います（資料 13 ページ）。 
  まず、ざっくりとした全米の傾向です（資料 14 ページ）。政策側としては説明責任を謳います。そ

れを受けて、執行部は「やれ」と命令を下し、「嫌だ」と刃向かう教員、そこに、私みたいな専門員が

「何とかやってみましょう」と調整役を果たします。 
  もう少し具体的に、学習成果が上手くいかない状況をフィッシュボーンの観点で考えてみましょう

（資料 15 ページ）。まず、教員に関する課題がある。教員は学問の自由を振りかざし、自分達が教え

たいことを教え、その点検を嫌がる傾向があります。また、大学教育はテストのための勉強じゃない

と主張し、測定が不可能だと言ってはアセスメントに反発してみたり…。教育理念に関しても、「アセ

スメントは教育の標準化、規格化を進めるので悪だ」みたいな主張をする教員もいるわけです。とに

かく、自分達が教えたいことを教え、学生が学習成果に達したかの責任は問われたくない。アメリカ

の高等教育研究の大家であるバートン・クラークがいう「自己規制」がまるでできていない。だから、

市場や政策による規制が入るわけです。言い換えれば、この教員の既得権は大学の市場化や財政削減

の前では通用しないわけです。この辺が理解できている学科は、教授会が一丸となって教育改善に取

り組みます。駄目な学科は教員同士の仲が悪く、意見が噛み合わないことが多いようです。何かしら

の屁理屈ばかり並べては、アセスメントを実施しない言い訳をしています。 
  執行部に関する課題としては、アセスメントの導入の仕方です。教員に対して、「適格認定協会から

要求されているから」と言うのが、一番反発を買います。もともと、理念的にはアセスメントは内発

的に、教員が自分達のものとして継続的に実施するのが理想です。それが、適格認定協会への外向き

の単なる報告書作りで終わり、自分達の教育改善に使えないと、「アセスメントは単なる業務増加だ」

と教員は腹を立てるわけです。さらには、アセスメントを実施して学生募集が有利になったり、ラン

キングで上位になることは稀ですから、学務業務としては優先順位が低くなりがちです。 
  アセスメントの専門員の課題としては、先述の教員と執行部の調整に関する課題が一つ。そして、

測定手法に関する課題もあります。まず、サンプル数を確保できない。ルーブリックを使って学生の

小論文を測定してみましょうと提案したときに、思うような科目から小論文が上がってこない。それ

に、教員の作業時間も限られていますから、１学期で実施できるアセスメントのデザインに落とし込

む必要があります。アセスメントを取り巻く状況も問題です。今、アメリカの州立大学では州からの

財政削減がすごい。なので、いくら私みたいな個人の専門員が「アセスメントは評価ではないですよ、

財政には関係しません」と言っても、教員から見ればアセスメントも財政削減に使われるのではない

かと恐れられてしまうのです。まぁ、逆の見方をすれば、財政削減を盾に、アセスメントを実施せよ

と教員に差し迫ることもできなくはありませんが、人間関係にヒビが入るのは確かです。 
  アセスメントの一つの手法として、アンケートがあります。これは大規模で効率的にデータを収集

する手段です（資料 17 ページ）。ところが、アンケートの回収率はアメリカでは少なく、30％前後で

はないでしょうか。一般的にアンケート自体の内容は広くて浅い傾向があります。各設問も文字数か

限られるので、どうしても抽象的で回答者の間で解釈の幅が生じる場合もあります。たとえアンケー

トの設問数は多くても、聞き取り調査のような深掘りはできない場合があります。統計処理で分析す

る因果関係と実際の聞き取りで被面接者が考える因果関係には違いもあるでしょう。 
  今回のシンポジウムで大学ＩＲコンソーシアムの事例が二つ出ました。これとは別に、恐らく参加

している方の中でも、自前のアンケートを作っている大学があると思います。どちらが良いのかとい

う話は、アメリカでも議論になっており、以前ＡＩＲという専門職能協会が報告書をまとめました。 
（ http://assessment.uconn.edu/docs/resources/Measuring%20Quality%20Choosing%20Among%20S

urveys%20and%20Other%20Assessments%20of%20College%20Quality.pdf） 
  確かに全国版の統一アンケートは他大学との競合比較、いわゆるベンチマークができますが、設問

内容が自分の大学の用語や関心に必ずしも合致しているとは限りません。 
  対照的に、自校で作成したアンケートであれば、自分達の学生の目線に合った設問が作れます。と

ころが、今度は他校との比較ができなくなってしまう。このように、全国版の統一アンケートと自前

のアンケートでは利点と欠点が逆転してしまうのです。なので、アンケートの実施目的により、この
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辺を判断する必要があります。 
  今回のシンポジウムでは直接指標、間接指標というキーワードを川嶋先生や、恐らくこの後パネル

ディスカッションで小湊先生からもいただくかと思うのですが、アンケートは学生の自己認識による

習熟度の自己申告なので、間接指標と呼ばれます。 
  例えば、私がアンケートの中の統計能力に関する設問で「統計がとてもできる」と答えたとします。

たとえ本人の認識はそうだとしても、統計学の成績はＤだった、みたいなことが起こり得るわけです。

アメリカ人は自信満々な学生が多いですから、そういうお国柄だと「自分は何でもできる」と答えた

がります。ところが、日本だと謙遜文化ですから、「統計はあまりできない」と答える学生が多いので

はないでしょうか？しかし、米国の大学院試験のＧＲＥの結果を見れば、日本人の方がアメリカ人よ

りも数学の点数は高いですよ。なので、日米の国際比較をするときは、そういう文化差なども気をつ

けないと駄目ですね。この辺は、山田礼子先生などが日米比較する際に、恐らく気を付けていらっし

ゃるかと思います。 
  最後にもう一点。私の個人的な危惧をお伝えしておきます。アメリカの適格認定では、アンケート

のような間接指標だけでは証拠として不十分と見なされることから、今回私が発表しているルーブリ

ックや統一試験、Ｅポートフォリオなどの直接指標が求められます。だからといって、日本も直接指

標を導入すべきだという議論を焚きつけるつもりはありません。別に、今すぐアメリカを真似る必要

はないでしょう。直接指標で学習成果を測ろうとしたら、教員と対等に議論ができ、教授会内で意見

が食い違う状況をまとめながらアセスメントのプロジェクトを進めるだけの力量が求められます。そ

れには、まず何よりも博士号を持つ専門員が必要でしょう。日本だと、教員で教育評価か心理学を専

門にした方が妥当だと思います。専門員の配置に加えて、参画する学科教員の労働量のコストも掛か

ります。しかも、学内合意を形成するのに数年は必要かもしれません。米国ですら、適格認定からの

外圧や専門分野の協会が実践の共有を 10 年かけてやっと直接指標のアセスメントが実施できるよう

になったので、日本での導入もそれなりに時間が掛かると思います。 
  アンケートの各論ですが、スライドに書かれている項目は読んでいただければ大体分かると思うの

で、飛ばします（資料 18 ページ）。 
  事例としては、全米の学習実態のアンケート調査で通称ＮＳＳＥ（ネッシー）と呼ばれるものがあ

ります。勤務校の事例で、短い報告書をホームページに掲載しています。 
 （http://umafastfacts.blogspot.com/search/label/NSSE） 
  ざっくりとした感想を申し上げれば、競合校は自分達と同じ、州立で学士課程が中心の、学生寮が

無くて学生が通学する大学を選びました。勤務校が他大学より良かったのは、教員をはじめ、履修登

録、奨学金、学生支援といった部署と学生のコミュニケーションの質が高いこと。低い結果は、学生

間の共同作業。これは、Online 授業が多いので致し方ない部分もあります。あとは、学生が人種や経

済背景などが異なる人達と交流する経験が少ない。メイン州の９割以上の人口は白人ですから、これ

も大学だけで対応するには限界があります。逆に、都市部の大学なら、何もしなくても人種が多様で

すから、この部分の点数は高く出ます。別の公開されていない報告書では、Online の学生と通常の授

業（On-site）の学生のアンケート結果をｔ検定で比較し、エフェクト・サイズ（効果量）を計算して、

平均値の差を比較しました。 
 （http://www.mizumot.com/files/EffectSize_KELES31.pdf） 
  案の定、Online 学生の方が教員とのコミュニケーションに制約がありました。そこで、学務筆頭副

学長が、この結果をもとに、Online 学生の在籍維持を次年度の学務目標に掲げました。 
  次にルーブリックです。皆さんルーブリックって大体御存じですか。要するに、採点表と考えてい

ただければいいと思います。例えば、これは一般教養教育の社会科学のルーブリックです。社会科学

に関する能力の一つに、調査手法があります。学生がどれだけできれば、教員の期待に合致するのか、

しないのか、という段階が設けられ、その各段階の説明が書いてあるわけです。「それでどうした？」

って感じがしますよね。でも、これがないとなぜ大変なのかというと、恐らく日本もアメリカも先生

方は自分の頭の中で採点基準があって、それで点数を付けていると思うのです。でも、学生は、先生

の頭の中をパカっと割って、どういう採点基準で自分の小論文が評価されたのか分からない。それを
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明確にしてくれるのが、ルーブリックです。教員は、意外と自分の頭の中では分かっていたつもりで

も、実際にルーブリックを作成してみると、いかに自分の採点基準が曖昧だったか気づくことがあり

ます。これって、いわゆるＦＤですよね。また、ルーブリックの作成は、ある意味で学生に対する説

明責任と捉えることもできます。 
  ルーブリックの総論ですが（資料 19 ページ）、先ほど申し上げたとおり、採点基準を明確にした表

です。ここで強調しておかなければいけないのは、科目の次元で使う場合と学科、すなわちプログラ

ムの次元で使う場合があります。以前、私が大学評価・学位授与機構で講演をしたので、詳しくはそ

の資料をご覧ください。 
 （http://www.niad.ac.jp/n_kenkyukai/1229401_1207.html） 
  皆さんでもルーブリックの例はインターネットで簡単に検索できるので、それを和訳し、簡単に真

似して使えますが、後々には大体失敗します。米国では、多少ルーブリックについて知っている教員

が他所から真似てきて、準備までは楽に進むのです。ただ、自分達で考えて作ったルーブリックでは

ないから、結果が良くなかった時に、「いや、これは自分達が作ったのではないから」と言って責任逃

れをする。なので、あくまでも教員が自分達の学生の学力や授業での問題意識に基づいてルーブリッ

クを作成しないと、後の測定と結果の活用で苦労します。 
  一般教養のルーブリックはインターネットで検索していただければ、沢山見つかります（資料 20 ペ

ージ）。専攻（Major）の次元になってくると、インターネットではなかなか見つけられない。その理

由は、１）そもそもルーブリックを使ったアセスメントをしていないのか、２）学科レベルのルーブ

リックの作成が技術的に難しいのか、３）教授会としてルーブリックの内容について合意が取れない

のか、又は４）学内者限定のイントラネットに掲載しているかです。 
  ルーブリックの事例を簡単にお話します。課題としては、全学的に学生が文章を書けないという認

識が教員の間で広く存在しています。ところが、教員は自分達の科目で添削指導に時間を割くような

ことはしません。そこで、全学生に必修で課せられている「英語 101」という科目が学生の作文教育

を一手に担う形になっています。測定としては、ＳＡＴという統一試験のエッセイ・ルーブリックを

活用しました。 
 （http://sat.collegeboard.org/scores/sat-essay-scoring-guide） 
  「英語 101」科目の学生の小論文をサンプルに、15 名くらいの教員でルーブリックによる査読を実

施しました。やり方としては、ＳＡＴルーブリックは１点から６点まで、それぞれの点数の説明があ

ります。それを用いて、まず２名の教員が一つの学生の小論文を査読します。教員Ａが３点を付け、

教員Ｂが３点、若しくは２点か４点をあげたとすれば、両者の査読結果は「合致している」と設定し

ます。要するに、２名の査読者の点数の差が１点以下であれば、「良し」とします。もし仮に、教員Ｂ

が１点や５点など付けたら、これは両者の教員間で点数の差が２点以上になりまず。これでは両者の

査読に「齟齬がある」と見なされ、第三者として教員Ｃが同じ小論文の査読をします。 
  この査読結果について、私の方で信頼性の解析をしました。測定手法に関心のある方はご覧くださ

い。一つの学生の小論文を２名の教員が査読し、それぞれの査読結果に開きがあれば、Intra-class 
Correlations（級内相関、ＩＣＣ）の数値が下がります。 

 （http://www.hs.hirosaki-u.ac.jp/~pteiki/research/stat/icc.pdf） 
  第一回目の査読結果で二つの採点に齟齬がある場合は、第３番目の査読者が採点し、３名の査読者

の中から二つの近い点数を採用します。それで、改めてＩＣＣの数値を分析します。Pre というのが、

第１回目の査読の結果です。結果が悪かったので、再度、第３者が査読を実施し、その結果を用いて

Post の数値に到達しました。一般的にはＩＣＣが 0.7 以上であれば信頼性が担保されていると考えら

れます。 
 
表１．差読者間の級内関数（Inter-rater reliability of each rubric component） 

Rubric Component 
Intra Class Correlation Coefficient 

Pre Post 
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C1 Development of Position 
（書き手の立場の設定） 0.63 0.85 
C2 Organization（文章構成） 0.59 0.80 
C3 Use of Language（語彙） 0.46 0.82 
C4 Sentence Structure（文の構造） 0.38 0.81 
C5 Grammar and Word Usage 
（文法と言葉の使いまわし） 0.29 0.79 

Note: ICC=Model (Random) Type (Absolute)  
注）内部資料の為、表の数値は実際の結果を基に修正してあります。 

 
  表に原文と和訳を併記したのは、私の和訳の限界もありますが、そもそもＳＡＴのエッセイ・ルー

ブリックの言葉の使いまわしにも多少の問題があるようです。教員の間でも、このルーブリックでは

採点が難しいという不満がありました。テスト業界の大手が作成しているルーブリックだから安心し

て使えるとは限りません。ＳＡＴは大学院生をバイトに使って採点しており、採点手法の情報公開が

十分に成されておらず、教員からは疑義が上がりました。先程もお話ししましたが、他所から真似る

と往々しにしてこのような課題に直面します。 
  アセスメントの結果としては、学生が「文章を書く際の立場を設定すること」と「文章構成」が比

較的弱かったので、英文科の教員はそれらを来学期からは力を入れて教えるそうです。さらに、次回

のアセスメントではルーブリックを教員自身の関心に沿った、使い易いものに修正する予定です。今

回の講演では時間が無いので省きますが、本当は学生のＧＰＡ、年齢、性別などの項目を学内のデー

タベースから引き出して、それらと文書作成能力の総合点の相関を分析もしました。特に統計的に有

意な結果は出ませんでしたが、逆に出ないことで教員の間に存在した認識や言説を点検するきっかけ

になったかもしれません。 
 
表２．ＳＡＴエッセイ・ルーブリックによる測定結果（Descriptive Statistics） 

 平均 標準偏差 
C1 Development of Position 
（書き手の立場の設定） 3.33 1.01 
C2 Organization（文章構成） 3.46 0.98 
C3 Use of Language（語彙） 3.87 0.93 
C4 Sentence Structure（文の構造） 3.55 1.01 
C5 Grammar and Word Usage 
（文法と言葉の使いまわし） 3.70 0.97 

注）内部資料の為、表の数値は実際の結果を基に修正してあります。 

 
  Ｅポートフォリオについてどの程度ご存知でしょうか（資料 21 ページ）。要するに、学生の小論文

やエッセイ、履歴書、美術であればグラフィックデザイン、建築であれば図面など、学習成果に関す

る資料を何でも保存している電子フォルダーです。それが、ホームページで公開できるというだけで

す。 
  Ｅポートフォリオを使ったアセスメントは何が良いのでしょうか。その説明をするために、先に紹

介したアンケートやルーブリックの限界を確認しましょう、これらの手法は、ある時点での学生の習

熟度や到達度を測定した、いわゆるスナップ・ショットです。 
  ポートフォリオの強みは、１年生から４年生までの間に、こういう論文を書いた、こういう作品を

作ったなど、経年で学生の学習成果をみることができます。また、手法によっては学生にどのような

付加価値を与えたかという説明もできなくはない。ただし、面倒なのは、アセスメントに係る教員の

作業量はとても多くなります。例えば、通常のルーブリックによるアセスメントでは一つの小論文を
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読めば終わりだったのが、Ｅポートフォリオでは、１年から４年まで複数の小論文を査読する必要が

出てきます。あくまでもアセスメントの設計によりますが、教員の負担増は避けられないでしょう。

ポートフォリオですが、全学的に導入している事例は限られます（資料 22 ページ）。どちらかという

と特定の学問分野、例えば教員養成や建築学科で使われることが多いです。 
  次に、全米統一試験についてお話します（資料 23 ページ）。まず、試験の費用が掛かります。業者

や試験分野にもよりますが、学生 1 名に 6 ドルから 10 ドル程度でしょうか。利点としては、全国平

均や大学類型ごとの点数の比較ができたり、データ分析の報告書をダウンロードできる機能が付いて

くる場合も多いです。さらに良いことに、ポートフォリオやルーブリックのアセスメントと違って、

教員の作業負担が格段に少ない。ただ、これも先程のルーブリックの説明で申し上げましたが、教員

は自らが汗を流して作った測定方法でないと、結果を見て面白い結果が出てこない場合、急に関心を

失ってしまうのです。 
  統一試験に対する教員の批判をご紹介しましょう。「テストで測れる学力なんて、たかが知れてい

る」、「自分の教えている内容とテストの設問に違いがある」、「サンプル数が足りないので、結果は信

用できない」と御託を並べては、結果を改善に活用しないのです。学内では「教員達は何もしたくな

いので、言い訳をしているだけ」という指摘もあります。このような難しい状況はあるにせよ、学問

分野別のテストは幾つか存在するので、スライドをご覧ください（資料 24 ページ）。 
  勤務校の事例をお話しましょう。クリティカル・シンキング、いわゆる批判的思考のテストを一般

教育のアセスメントとして実施しました。 
 （ http://www.insightassessment.com/Products/Products-Summary/Critical-Thinking-Skills-

Tests/California-Critical-Thinking-Skills-Test-CCTST） 
  導入に関しては情けない理由があります。批判的思考は一般教育のコンピテンシーとして設定され

ており、全学部が何らかの科目で批判的思考を教えていると想定されています。ところが、文学、哲

学、社会科学、数学、生物学、それぞれの分野で定義されるクリティカル・シンキングの内容が異な

るわけです。全学統一のルーブリックを作ろうと思ったら、３年経っても５年経っても収拾がつかな

いでしょう。そんな訳で、まずはテストでやってみようというのが実施の経緯です。 
  どの大学でもクリティカル・シンキングのアセスメントが一番物議を醸し出すのではないでしょう

か。というのも、批判的思考というのは大きな抽象概念なので、何をどのように測定して良いのか分

からないし、その合意を全学的に得るのは難しいのです。このテストの導入で良かったことは、クリ

ティカル・シンキングをさらに小さい要素に分けてあることです。批判的思考の中でも、分析、評価、

解釈、推論、説明、帰納法、演繹法の項目に分けて設問が組まれています。勤務校での結果は、学生

は「解釈」と「推論」が強く、「評価」と「演繹法」が弱い。私なりの雑駁な感想ですが、社会人学生

が多いので、解釈や推論はわりとできたのかなと思います。他方で、評価と演繹法が弱いのは、学生

がそのような思考法をあまり教わっていないか、練習のための課題があまり出されていないのかもし

れません。 
 
表３．クリティカル・シンキングの試験結果（全体） 

批判的思考の要素 平均点 

分析 75.3 
評価 72.1 
解釈 78.3 
推論 77.9 
説明 74.5 
帰納法 73.4 
演繹法 71.2 
合計 74.7 

注）内部資料の為、表の数値は実際の結果を基に修正してあります。 
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  私が学生のときの経験を振り返ると、修士課程で社会学やフィールドワークの科目を取ったり、ワ

ークショップにも出たので、帰納法はわりとできたと思います。帰納法というのは、ある社会的な事

象を様々な要素から浮かび上がらせていくこと。例えば、若年層の離職を社会事象として捉えれば、

その背景には大学教育、雇用状況、家庭環境など、様々な要因が考えられるわけですね。これらの要

因がどのような性質と関係を持ち、日本的な若年層の離職問題としてある理論を導き出せるのか考え

るわけです。 
  演繹法は博士課程の小論文の審査で課されました。例えば、組織論の筆記試験で「資源依存理論

（Resource Dependence Theory）について事例を用いて説明せよ」といった旨の課題です（本当は

もっと凝った設問でしたが）。これは、既存の理論を事例に当てはめて議論を展開する必要があるの

で、そうした練習をしていないと答えるのが難しかったです。 
  話を批判的思考のテスト結果の分析に戻しましょう。受験者には１年生と４年生が含まれていたの

で、両者の平均点をｔ検定で比較し、エフェクト・サイズ（効果量）も計算して、両者の平均点の差

を大きいのか、中くらいか、小さいのか示しました。幸いにも、４年生の平均点が高かったので、執

行部は一安心です。これで、適格認定の自己点検報告書でも堂々と「厳密には同じ学生を追跡してい

るわけではないが、１年生と４年生の点数の比較から、学生は批判的思考が伸びたと考えられる」と

書けるわけです。私個人としては、別に４年生の結果が良くても悪くても構いませんでした。もし悪

ければ、今後の批判的思考の教材や教授法をどのように変えていくかの議論をし、改善計画を立て、

施行すれば良いだけのことですから。いいですか、前半でエバリュエーションとアセスメントが違う

と御説明したのは、この部分に関連しているのです。 
  ルーブリックでの分析同様、学内のデータベースから抽出した学生のプロフィール、いわゆる性別、

年齢、ＧＰＡ、編入単位などの項目の値と、テスト結果に相関があるかを分析しました。また、批判

的思考の試験の中で、導入校が独自で学生へ質問を設定することもできます。なので、学生に「分析

が好きか？」だとか、「授業ではどの程度クリティカル・シンキングを教わったか」など質問し、その

回答とテストの結果の相関も割り出しました。話が長くなるので、今回は省きますが。 
 
表４．クリティカル・シンキングの試験結果－１年生と４年生の比較 

批判的思考の要素 1 年生の平均点 4 年生の平均点 エフェクト・サイズ 
分析 74.1 75.5 0.18 
評価 69.1 74.5 0.39* 
解釈 78.1 78.4 0.07 
推論 76.8 78.2 0.25 
説明 74.3 74.6 0.07 
帰納法 70.5 75.0 0.42* 
演繹法 69.2 72.0 0.28 
合計 70.1 75.5 0.41* 

 注）* P ＜ 0.05 内部資料の為、表の数値は実際の結果を基に修正してあります。 

 
  最後に、批判的思考の試験結果の活用ですが、現在進行中です。あくまでも私案ですが、批判的思

考の中でも「評価」と「演繹法」の平均点が低かったので、ここに力を入れて、カリキュラムや授業

法を変えていきましょうと促すのが妥当ですね。また、批判的思考の教授法のウェブサイトが複数あ

るので、それらを集約し、教員の授業改善の参考にしてもらおうと準備しています。 
  教員側の取組ですが、恐らくパネルディスカッションで議論になるでしょうから、足早に触れます

（資料 25 ページ）。今回の講演で様々なアセスメントの手法を紹介しましたが、一体それらをどのよ

うに使っているのかですね。私の勤務校では、全学科が毎年、簡易的な自己点検を実施しています。

その中で、アセスメントの項目があり、学習成果の測定で何をやって、どう改善したかを書き込むよ
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うな様式を組み込んであります。一般教育のアセスメントは、全学的な仕組みから、学習成果の各分

野の測定から改善までの全工程をほぼ私が取り仕切っています。導入がまだ１年目なので、結果の活

用はあと２、３年は経たないと具体的に現れないでしょう。 
  アセスメントのまとめです（資料 26 ページ）。まず一点目は、前半部分で申し上げましたが、アセ

スメントとエバリュエーションは違うので分けて考えるということが重要です。二点目として、学習

成果のすごく悔しいところは、多くの大学で測定まではするのですが、その結果を見て改善につなげ

るところまではいかない。だから、アセスメントの集会に行くと、専門員は不満が鬱積しているわけ

です。三点目が、学問の自由を盾にアセスメントに反発する教員。四点目は執行部もアセスメントを

外部から要請された面倒な仕事と捉えている節がある。五点目は、単刀直入に言えば、科目編成の政

治です。例えば、私が一生懸命に英語学科の教授法の改善を支援しようと純粋にアセスメントに取り

組んできました。ところが、実は学科の中でのＡ先生とＢ先生の派閥のど真ん中にいて、どちらの教

授法で教えるべきかの政治的な判断にアセスメントが使われる状況に陥るなど…。最後の点ですが、

ＩＲとアセスメント、いわゆる評価データや学習成果のデータの活用は、小規模校や無名校の方がア

メリカではよく頑張っています。少し僻みっぽい言い方をしますが、大規模校は潤沢な予算と人員を

投資して、アセスメントを頑張っているように見せるのが上手です。その際に、これは私の憶測です

が、「ここの学科は研究費が取れていないから、アセスメントの活動で点数を稼ごう」だとか、「非常

勤講師なら言うことを聞くから、そうした科目を選んでアセスメントを実施している」という状況も

あるようです。対照的に、私の今の勤務校ではアセスメントは専任教員が中心で進めています。大学

の特徴としてはオープン・アドミッション（全入）で、学生は大学教育を受ける準備が不足し、州の

財政削減で大変なところ、教員達は手弁当で真面目にやっています。小規模大学は多くの教職員が一

人二役から三役までこなして大学運営を切り盛りしているので、大規模大学のように綺麗な学外広報

やシンポジウムを企画するまで手が回らないわけです。なので、日本の高等教育研究者は米国の有名

校ばかりに眼を向けて、ウェブサイトで見つけた報告書や資料だけに頼ると米国の実情を読み違える

かもしれません。 
  日本への示唆ですが（資料 27 ページ）、とにかく教員の業務超過にならないよう配慮すること。ど

の適正規模で実施すれば良いのかを考える際に、私が常に気をつけているのは、学術研究と実務研究

の違いをわきまえることです。前者で言えば、サンプル・サイズを決めるときにエラーを５％パーセ

ントで割り出すと、サンプルを何百人取る必要があるというのは自ずと決まってくる。ところが、ア

セスメントのような実践的な研究では事情が異なるのです。例えば、教員が 10 人います。１学期に

会議で集まれるのは５時間です。その中で作業できるアセスメントの手法とサンプルの規模はどうず

れば良いかを考えます。ルーブリックを使うのだったら、作業時間がかさむので、サンプルのサイズ

を下げる等の工夫が必要です。 
（http://www.craftonhills.edu/~/media/Files/SBCCD/CHC/Faculty%20and%20Staff/SLOs/Step%203

/Sampling%20for%20the%20Assessment%20of%20SLOs%202.ashx） 
  また、サンプル・サイズはどんなアセスメントでも問題にされますが、そもそも分析結果の一般化

（Generalization）を考える際、標本数（Sample）に対する全体数（Population）をどの程度で設定

するかにも拠るわけです。なので、一般教育のアセスメントは性質が悪い。コンピテンシーとして設

定されていれば、厳密に言えば全学生を調査の全体数として設定する必要があるかもしれません。で

も、そんなアセスメントは教員の作業か、統一試験の費用が物凄く掛かるでしょう。なので、完璧な

アセスメントなんて無理なのだから、話の分かる臨床心理や教育系の教員には「アセスメントはアク

ション・リサーチのアプローチでやるべきです」と伝えると納得してくれます。 
 （教育学のアクション・リサーチの例、http://mie-chubu.org/egm-h/AR/ar1.html 他にも経営や看護

の分野でも実践されている。） 
  また、そもそも教員がルーブリックや統一試験の内容に疑問を持っていれば、表面的妥当性（Face 

Validity）が低いので、いくらサンプル数を上げたとしても、分析結果は軽視されます。 
  もう一つ説明で抜けたところがあるのですが、何を測るのにも、教員が改善につなげられそうなデ

ータが取れるような設計をしてあげるのがコツだと思います。それと、完璧なアセスメントは存在し
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得ないので、測定手法の限界をきちんと説明しておくこと。教員主導でまとめるのは無難ですが、ま

とまらない時もしばしばあるので、私みたいな専門員が引導する。アセスメントというのは、就職率

が 90％や、大学院進学率が 30％に達したかというような水準を設けて、良い悪いという判断をする

わけではない。少なくとも私がアメリカで心掛けているのは、「改善のためのデータ収集であって、収

集したデータで今後の改善につなげましょう」というのがアセスメントですから、極論を言えば就職

率は何パーセントだっていいわけです。アセスメントの作業の中で、教員が何らかの気付きを得られ

れば、目的はある意味で達成したも同然です。例えば、「私は今までこんな教え方していたけど、学生

はあまり分かってなかったみたいだな」という振り返りがあったり、「この内容は何々科目で教えら

れていると思っていたが、それでは不十分なのでカリキュラムの見直しが必要かもしれない」という

議論が教員同士でできるようになれば、しめたものです。 
  では、実際に私がどのように議論を始めていくかお話しましょう。まずは教員と話して、彼らの経

験や観察に基づいた現状把握から始めます。なので、誤解していただきたくないのは、アメリカはア

セスメントの専門員がいて、ルーブリックやテストを最初から教員に押し付けるわけではありません

（少なくとも、私の場合は）。それでは、「トップダウンだ」と教員から反発を受けます。それよりは、

先生方の教えている科目の経験だとか観察の中で、上手くいっていること、あまり上手くいっていな

いこと、関心があるけどあまりよく分かっていないことは何かという話をしていきます。その話をす

る中で「これらをどのように調べましょうか」、「もし仮にこういう測定結果が出たら、どのように活

用しますか」と質問しながら議論を進めていくのです。 
  先程、アメリカの学習成果の測定の限界点で申し上げましたが、多くの大学は測定まではたどり着

き、分析して結果は出るけど、教授法やカリキュラムの改善につながらないという課題を抱えていま

す。教員が単にやらされているだけの状況だと、そうなるわけです。これを防ぐには、教員とブレイ

ンストーミング的な議論をしている間に、「何か良い教材はありますか」だとか、「どういう教え方が

効果的でしょうか」と真摯に質問を投げかけると、教員は喜ぶわけです。というのも、自身の経験を

同僚と共有したいという欲求は自然に湧き上がりますから。「自分はこれをやって上手くいった」、

「誰々先生はこんな教材を使って教え方を工夫している」など、その議論自体がいい情報交換になっ

たと教員が言ってくれる場合もあります。このように、教員の間で「アセスメントって自分達が主導

で進めるのだ」という雰囲気を醸成していかないと、適格認定協会や執行部から言われたから、アセ

スメントは仕方なくやらされているという状況に陥ります。 
  正直なところ、単なる法令順守の為のアセスメントなら、私の方でも教員の作業量を減らして、い

い結果が出るような設計をしたり、データ分析をするのは容易なことです。報告書だって、教員の肩

代わりで書いてあげることもできる。そうではなくて、アセスメントの活動を通して、教員の間でア

セスメントを自分達のものとして運営できるか、アメリカではオーナーシップと言うのですが、これ

が一番の肝です。教員が自分達の責任と自覚して実施すれば、アセスメントの結果が改善につながっ

ていくはずです。 
 
○司会 本田さん、ありがとうございました。 
  質疑応答をここでお受けしたいと思っていたのですが、時間の関係で、舞台の模様替えもございま

すので、パネルディスカッションに移らせていただきます。本田さんへの質問はパネルディスカッシ

ョンでもお受けしますので、そちらでお願いいたします。 
  では、これからパネルディスカッションに移りますので、御登壇になる方は、これから御案内いた

しますまでしばらくお待ちいただいてよろしいでしょうか。では、模様替えに入ります。その間、少

しこれまでのお話を私のほうで総括させていただきたいと思います。 
  まず、川嶋先生には、冒頭、学習成果がなぜ求められているのかということで、国際的な動向も踏

まえて、現状の国内の状況も交えてお話をいただきました。その後、事例紹介で、鹿児島大学の渋井

先生、関西学院大学の永井様から「ＩＲコンソーシアムを通じた勤務校での取組」をお話いただきま

した。 
  今回、私のほうで趣旨説明のときに少し説明不足だったので補足させていただきますと、ＩＲコン
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ソーシアムで現在、取り組んでおられます一連の学生調査は、日本では、唯一の比較可能な情報を収

集している取組です。これは、もともと山田礼子先生を中心に研究ベースで始められたものが原型に

ございますが、皆さまに御紹介させていただきましたように、現在、20 大学が参加されています。先

日、山田先生とお話しさせていただいた際、40 大学弱が今後、加盟される状況です。徐々にこういっ

た取組が進んでいくと、先ほどの本田さんのお話の中にもありましたように、アメリカで進んでいる、

統一的な学生調査に類似の取組として位置づけられる可能性があります。こういった意義を踏まえ、

本シンポジウムで取り上げさせていただきました。 
  そして最後に、本田さんから米国における学習成果の実態ということで、事例を交えながらお話し

いただいたという状況でございます。 
 
  では、ここからパネルディスカッションに移らせていただきます。 
  パネルディスカッションは、モデレーターを小湊先生にお願いしております。小湊先生の略歴は、

プロフィールにもございますが、簡単に紹介させていただきます。小湊先生におかれましては、名古

屋大学経済学研究科を修了された後、同大学において職務された後、現職の九州大学に移られました。

現在、基幹教育院で共通教育を中心に教育を担当されるとともに、日本の大学におけるＩＲの組織化、

あるいは大学におけるマネジメント・サイクルに基づいたプランニング手法の開発にも取り組んでお

られます。 
  では、小湊先生、ここからパネルディスカッションのモデレーターをお願いいたします。 
 
【パネルディスカッション】 

○小湊卓夫 皆さん、こんにちは。九州大学の小湊です。 
  これから、予定よりも時間は短くなりますけれども、パネルディスカッション全体を取り仕切らせ

ていただくことになっております。よろしくお願いいたします。 
  皆さんもこれまでの御報告を伺う中で、中身もある程度把握されたのかと思いますが、今日、パネ

ルディスカッションに参加していただく先生方、大阪大学の川嶋先生、鹿児島大学の渋井先生、そし

て関西学院大学の永井さん、アメリカ、メイン州立大学から本田さんにお越しいただいております。 
  最初に、まず会場のフロアの皆さんから個々の報告について、事実確認も含めて、何か質問された

いということがあればそれをお受けして、その後こちらでディスカッションを進めていこうと思って

おりますので、よろしくお願いします。 
  まずは会場から何か御質問、場合によっては御意見等ございましたらお願いします。いかがでしょ

うか。 
○質問者 皆さん、お話ありがとうございました。 
  本田さんに御質問をさせていただきたいと思います。非常に印象に残っている話が、執行部が外的

なことでの対処に意識が向きがちで、ところが教員のレベルではアセスメントを盛んにしていこうと、

その必要性が本田さんの話の中で強調されていたかと思います。アカウンタビリティとしての取組と、

本来内発的だと思われるアセスメントの取組の葛藤というか、どう向き合っていくのかということが、

アメリカの大学でもどういうふうに、外向けの話と中でどう対処していくか、このあたりはどの大学

でも結構難しい折り合いのつけ方をされているのかなと感じながらお話を伺っていました。 
  日本の場合も、川嶋先生のお話に少しあったかもしれませんが、学習成果という話は、もともと大

学の中でも自律的に取り組まれるべき課題ではあるかと思いますが、どちらかというと外から求めら

れて機運が高まっているのかなと思います。答申レベルでも求められていますし、あと、認証評価団

体等、評価機関からも求められてきつつあるということかなと思いまして。 
  一番最後のスライドの中でお話があった、日本への示唆で、このあたり、先生から特にお触れいた

だくことがなかったので、アメリカの事例等を御紹介いただきながら示唆を得たいと思います。よろ

しくお願いします。 
○小湊卓夫 ほかに何か質問はございますか。なければ、まずこの質問からいきたいと思います。 
○本田寛輔 今の御質問は、アメリカでも難しい問題です。今回の講演では一般教育のアセスメントを
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御紹介しましたが、この分野が一番難しいと我々の業界では言われています。その理由として幾つか

考えられます。まず、非常勤が多いということ。あとは科目が学部からの持ち出しなので、学部の縦

割りと一般教養教育の区分が違うわけです、カテゴリー分けが。そうすると教員の集団意識は薄れま

すから、改善につなげるのが難しい。 
  別の観点からもお答えしたいと思います。それは、アセスメントを施行してから、どれくらいの時

間が経っているかです。前任のニューヨーク州立大学では、適格認定協会が中部地域でアセスメント

を早くから基準に設定し、さらにはニューヨーク州立大学機構が中心となり、各キャンパスにアセス

メントを導入しました。前任校に入職したときには、アセスメントが２サイクル目、３サイクル目で

した。第１サイクル目で、先生達は何をやっているかわからないけど、とりあえずやらされた。第２

サイクル目で、何となく自分達がやっていることが少しわかってきた。３サイクル目になって、ある

教員が「この科目で教授法を変えたから、アセスメントの結果が知りたい」だとか、今度のアセスメ

ントでは「ルーブリックのこの辺を変えたい」という声が出てきました。教員のアセスメントに対す

る理解が深まってきたわけです。３サイクルを回すのに、10 年はやっていますから。 
  ところが、昨年メイン州立大学に移ったのですが、アーガスタ校は一般教育のアセスメントを１回

もやったことがない。なので、教員の理解を得るまでに少し時間が掛かるでしょう。最後になります

が、外部向けの説明責任と内部向けの改善のバランスは、アメリカ中どこの大学のアセスメント担当

者も悩んでいるところだと思います。よろしいでしょうか。 
○小湊卓夫 ほかに何か御質問ございますか。 
  はい、お願いします。 
○質問者 本田先生に事実確認という意味で、一つお尋ねしたいことがございます。 
  本日の御発表で、スライドナンバー25 番の教員側の取組で、学習成果の測定結果の活用について御

説明をいただいておりましたが、その中で、学科の自己点検について触れていただきましたけれども。

学科の自己点検については、どれぐらいの規模や内容であるのか、その中で、この学習成果の測定が

どの程度効果を発揮しているか、役立っているのか。また、その中で点検評価の結果が、その後どう

いう形で大学で活用されていくのか。できましたら、その中で本田先生がどういう役割を果たされて

いるのかを、簡単で結構でございますので、概要を教えていただければと思います。 
○本田寛輔 自己点検で求められるデータは、ＩＲ部署がまとめるのは出願者数、入学者数、在学率、

卒業率など、基本的なデータです。恐らく日本でもアメリカでもそんなに大きな差はないと思います。

アセスメントの活動は自己点検評価の中の一部なのですね、大体 10 枚から 15 枚ぐらいの報告書の中

の３、４枚です。各学部・学科が、ルーブリックで何々を測定したとか、卒業生アンケートを実施し

た、その上でどのような改善をしたかを書いてもらいます。書いてある内容の質はピンからキリまで

ありますが…。 
  質問の後半の、自己点検を何に使っているのかというと、今の勤務校は学科別に自己点検を毎年実

施しているのですね。学科長が書いた自己点検の報告書を学部長に上げて、学部長が取りまとめをし

て、それを次にプロボストという学務筆頭副学長に上げていきます。 
  その結果が、部分的に予算配分に使われています。人件費や施設設備に結びつくのは限られており、

一般的には教員のファカルティ・ディベロップメントの予算、例えば学会に行く出張費だとかで多少

傾斜をかけていると思います。よろしいでしょうか。 
○質問者 ありがとうございます。 
○小湊卓夫 今の話は、活用のほうにお二方の質問が、偏っているという言い方は変ですけれども、寄

っていましたので、今回のシンポジウムのテーマに沿った話を残り時間かけて少しさせていただきた

いと思っています。 
  式次第にもありましたが、学習成果を把握するための評価、ＩＲ活動ということで、いろいろ御報

告をお願いしたことがあります。先ほど川嶋先生からも、なぜ学習成果が問われるようになったのか

という大きな背景についてはお話がありました。 
  ただ、現場レベルで捉えてみると、第一期の認証評価においては、余り学習成果という言葉は使わ

れなかったですね。改善のサイクルをどう回していくかが割と焦点を当てられていて、その中の一つ

32



にそういうものが入っていたと私は理解しております。ところが、大学評価・学位授与機構の大学基

準を見てみると、第２サイクルに入った途端一つ大きな基準として立てられている。そういうときに

学習成果をどういうふうに皆さん捉えられているのか、どう捉えればいいのかというのが一つ大きな

課題として上がってきているのだろうと思われるわけです。 
  そこで、ディスカッションを始める最初の段階で、学習成果をどういうふうに捉えるのかについて、

もう一度説明をお願いしたいと思っています。 
  先ほど本田さんのスライドでは 12 枚目にありましたが、日本と米国では違うのではないかという

指摘がありました。本当にそうかどうか、いろいろと見ていかなければわからないこともまだありま

すが、そういうことも踏まえて、まず川嶋先生、全体の話をされましたので、学習成果をどう捉える

のかについてお話をいただければと思います。それを踏まえた上で、鹿児島大学、あるいは関西学院

大学で、学内ではどういうものを学習成果と捉えているのか、また、どういうふうに議論を進めてい

るのかということを、少し具体的なレベルでお話をいただけないかと思っています。 
○川嶋太津夫 学習成果、ラーニング・アウトカムズが日本で注目されるきっかけとなったのは、先ほ

ど触れました、平成 20 年の学士課程答申の学士力だと思います。実はあのころは答申の文章を委員

が分担して執筆するということをしていました。私が、学士力の部分の担当で、書いては、委員から

注文がつくという繰り返しでした。学習成果とは何かについては、先ほどの本田さんの 12 ページも

そうですが、私のスライドの 15 ページにも書いてありますが、学士課程答申以来、これだけ言われ

てきているので、端折ってしまったのですが、ここに書いてあるとおりです。 
  つまり、学習成果とは、ある一定の教育プログラムを修了した時点で、何を理解し、何ができてい

るかを示した表明、ステートメント、それが学習成果です。定義的にはそういうことになります。 
  では具体的にどうなのかという話で、あのときの学士力の中にも幾つか例示はされておりましたし、

個別大学でいけば、学位授与方針の中で具体的に、大学レベルであれば共通の学習成果として、４年

間生の学士課程を終えた時点で、こういう能力やこういう知識が理解できるようになっているという

形で、ステートメントとして示されていることになります。 
  ただ、それだけでは達成状況を測定できません。全学レベルの学習成果は、非常に抽象的、一般的

な記述ですので、それを学部・学科レベル、そして個々の授業科目に降ろしていく段階で、最終的に

はクラスレベルで具体的に測定できるように、より具体的な行動目標、動詞を使って表現することに

なる。 
  全学的な学習成果、ディプロマ・ポリシーの作成に、神戸大学でも大阪大学でも携わってきていま

すが、今、大阪大学では、大学全体の学習成果を定めましたが、内容はものすごく一般的なものです。

大学がこれまで掲げてきた教育目標から全学の学習成果へと翻案しています。現在は、学位プログラ

ムを同定した上で、それぞれの学習成果を含むＤＰをより具体的に示してくださいという作業を行っ

ている。 
  先ほど申しましたように、学び習うというのは、あくまでも大学として学生に期待していること、

こういう能力や知識を獲得してくださいということを期待している。あくまでも希望であり、期待で

あり、望ましいものである。それをいかに文部科学省が使っている学び修める成果にしていくかが非

常に重要ですので、さっきの話で言えば、プロセス、どういう学習機会やカリキュラムを提供してい

くのかというところや、あるいは教授法の改善に結びつけていく。 
  つまり、学び習う学習成果から学び修める学修成果へ転換する、そういう意味ではアセスメント、

先ほど診断という言葉がありましたが、それを通じてカリキュラムや教育方法を改善していくという

ふうになっていくのだろうという、あくまでもこれも期待、現実は非常にそういう理想的な状況には

なっていないとは思います。 
○小湊卓夫 概念としての、捉え方としての学習成果ということですね。 
  では、実際にそれを、話を踏まえる、踏まえないは別にして、個々の取組をされている大学の中で

どういう議論になっているのか、なっていないのかも含めて、状況をお話ししていただけないでしょ

うか。 
○渋井 進 鹿児島大学は、最初に説明したように、進取の気風とか進取の精神とか、そういう新しい
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ことにチャレンジすることをものすごく打ち出しているので、それに関連したものをきちんと身に付

けたか、やはり測定しなければいけないだろうとか議論になっています。だからアンケートでも、常

に新しいことにチャレンジしているかどうかみたいなことを一応聞いたりはしているのですけど。あ

る意味項目だけなので、アンケートを作って、まだ今ちょうどそういった間接測定というか学生の自

己認知みたいな話を、大学ＩＲコンソーシアムのアンケートだけではなくて、少し独自の項目もつけ

たらどうかみたいな議論は当然出ているのですが、それを本気でやるのかなという、まだちょっと議

論が出てきたぐらいです。 
  全学的な、大学ＩＲコンソーシアムはあるけれども、全学で完全に、関西学院さんみたいな感じで

いい感じでは参加していないので、各学部でどういうふうに取り組んでいるかということもあります

し、それに対しては残念ながらきちんと把握できてない寂しい状況があるわけです。当然そういうこ

とも各学部でどう捉えているかと、全学でどう捉えているかと、認知させていかなければいけないと

いう問題意識自体は当然あります。 
  あとは、学習成果の話と、もう少し広く考えると、直接的な学習成果で、やはりやりやすいのは英

語教育なのかなということで、遅ればせながら、２年ぐらい前からＴＯＥＩＣの補助を出したりとか

行っているので、その辺は非常にやりやすいところ。でも、直接的に進取の気風を身に付けたものが、

どういうものがあるのかなというとどうなのか、私、実験心理が専門だから、もともと顔の表情とか

を研究しているので、そういう何か聞いたときの顔の表情からとるしかないかなとか、ＭＲＩで脳の

活動をなどと考えているのだけど、そんなわけにはいかないですね。 
  なかなか無理なものは無理なのかな、その辺の質問肢をうまく作れれば何とかなるのかなとも考え

たり、これは個人的な意見です。 
○小湊卓夫 ちょっとそこに絡んでいいですか。 
  先ほどの渋井さんのスライドでは、どうしても縦割りが結構強いことがあって、横串を刺したり、

風通しをよくするのにいろいろ困難を抱えているという印象を持って話を伺いました。そうすると進

取の気風、それをどういうふうにして実際に卒業段階までの間に身に付けてもらって、測定していく

のかというのは、確かにそれは大きな問題ですが。 
  では、そこを各学部・学科の中で議論してもらう、またはその議論を促進するために、何かこれか

らやろうと思っていることだとか考えていること、またそれを実施するためには、こういうところが

問題だというところはあるのでしょうか。 
○渋井 進 議論にのせるためには、全学的なＦＤ委員会や何かで言っていくしかないかなというとこ

ろがありまして、そこできちんと議論ができればいいのですけれど。あるいは教務委員会とかその辺

なのですけどね。 
  しかし、困難なところというと、ありきたりな話ですけれども、学部ごとの温度差が随分あるなと

いうところなので、興味のあるところに先にやってもらって、他がのってくればという形で、しっか

りとやらないとみっともないぞみたいな感じで持っていければいいかなと、私はそう思っているので

すけど。なかなかどうなのかな、うまくいくのかなというところです。 
○小湊卓夫 ありがとうございます。 
  では、永井さん。 
○永井良二 本学の場合は、卒業する学生の大半が就職という選択肢を選んでいるので、ありていに言

えば、就職して役に立つ学生をいかに育てるのかということが一つの視点かなと捉えています。これ

は、４月に就任した学長が、それまで高等教育推進センター長でしたので、そのころからずっと話は

しています。 
  就職にどう役に立つか。企業の規模だけが全てではないとは思っていますが、どういうところへ就

職して、そこでのトータルの満足度はどうなのか。もっと言えば年収はどうなのか、そういうところ

を含めて学習成果として捉えないといけないのかなと考えておりまして、中で御紹介させていただい

た連携事業の卒業生調査では、そういう調査項目も含めて尋ねて、何がしかの方向性を出せないかな

と考えています。 
  もう一つはコンピテンシーやリテラシー。これらもなかなか具体的に何を問い尋ねるのかというこ
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とは難しいところではあるので、その辺を少し考えていく必要があるかなと考えています。 
○小湊卓夫 そういう取組を進めていく上での何か課題みたいなものは、今現在、感じておられる部分

はあるのでしょうか。 
○永井良二 本学でも学部ごとの温度差もありますし、学部の独立性が強い部分があるので、なかなか

トップダウンで物事が進みません。お話の中で、各学部の事務長や教務担当者を集めて講習会を実施

しましたけれども、その結果、実際にある学部の執行部と具体的にお話しをする機会を持ちました。

ただ、それはまだ１学部だけで、もう１学部お話しいただけそうかなというところです。 
  お話をする中では、実際の調査結果については、学部や学科のカリキュラムは異なりますので、決

して数字のいい悪いが全てではないという前提で具体的にディスカッションしながら、ここをどうす

るとか、こうするという議論を個々にしていかないといけないのかなと。 
  だからそういう意味で、我々の能力としてコミュニケーション的な能力が重要だと考えているわけ

です。単純にデータを見ることよりも、そういう中で、現場と掘り下げてより具体的な施策を検討す

る必要があるのかなと考えています。 
○小湊卓夫 今の具体的なお話を伺った上で、本田さんから何かコメントとか示唆する部分はあるので

しょうか。またはアメリカでの経験を踏まえた違いがあればお願いします。 
○本田寛輔 川嶋先生の御説明にもありましたが、アメリカはではアウトカムズのステートメントは、

学生が何々できるという箇条書きなのです。箇条書きで示された学習成果を、実際にルーブリックや

ポートフォリオ、試験を使って、学生がどの程度到達できているのかを測定します。なので、アメリ

カで教員や執行部と議論するときは、アウトカムズと言ったときに、箇条書きのことなのか、それと

も実際の測定なのか、まず分けて考えるよう心掛けています。 
  今、渋井先生と永井先生から、学部の温度差があるとのお話がありましたが、それはアメリカも同

じです。典型的なのは、プログラムごとのアクレディテーションがある学科はガリガリやります。看

護、歯学、建築、みんなやります、言われなくても。ただ人文学とか心理学とか、その辺はそこまで

厳格なアセスメントはやらないです。それは、副学長には報告しておきますけど。 
  学部ごとの外部審査は５年サイクルでやっています。なので、その時期が来た学科にまずお助けマ

ンとして行く。アセスメントの実施に貢献できたと実績ができれば、他所の学科にも引っ張られてい

くので。変な話、雰囲気としては、「本田と協力すると得になる」というふうに持っていくのが今の目

標です。 
  最後に、日本の事情として、特に永井先生への感想ですが、こちらを立てればあちらが立たないと

いうのはすごくあると思うのですね、大学教育はどうしても理念的なので。例えば就職率を学習成果

の指標にしようと言ったのは面白いと思うのですが、例えば私がアメリカの大学に帰ってそれを言っ

たら、まず人文系の先生から袋叩きにされかねません（学生の就職先が限られているので）。でも、就

職率が良くないと学生さんも入ってこないではないですか。だから、そこのバランスをどう取るかで

すね。 
  例えば、関西学院を批判するというのではなくて、事例として使わせていただくと、就職率をアセ

スメントの指標に設定しようとしたら、何かしらの問題が生じるかもしれません。学部教育と就職率

の相関があるかということですが、実は学部教育と就職率の間に intervening variable、渋井さん、

途中で邪魔する変数って日本語だと…。 
○渋井 進 干渉変数ですか。 
○本田寛輔 そう！この二つの両者の関係の中に干渉変数というか、学部教育ではなく、例えばキャリ

アセンターを訪れた学生数が多い学科ほど、就職率が高かっただけで、それは学部教育の質とは無関

係という結果も出る可能性があるわけです。その辺を注意してやらないと、少し怖いかなという気が

します。 
○小湊卓夫 なぜこういう話の振りをしたのかというのは、実は私にも狙いがあったのですけれども。

川嶋先生には申し訳ない部分もあるのですが、ここ 10 年ぐらいの間に中教審でいろいろな答申が出

ています。その中で、さまざまな新規の言葉が使われているわけです。場合によっては日本の文化に

なかなかなじまないこともあるのでしょうけれども、どうしても横文字で言わざるを得ない。例えば
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ＩＲもその典型ですけれども、ルーブリックもそうかもしれません。 
  ただ、そういうのが断片的な情報としては、大体こういうものなのだなというのは分かっていても、

ではそれを大学全体の動きを踏まえながらトータルで何かやっていこうとしたときに、そこが上手く

つながっていかない現状があるのではないかということで、実はそういう話の振りをしたわけです。 
  つまり、どういうことかというと、今回のテーマは学習成果をどう把握するのかが一つの大きな柱

になっていますが、当然把握の方法としては、今、多くの大学で行われているアンケート調査を基に、

間接的な指標はたくさん使われている。ただ、それだけでは成果それ自体を把握しているとはなかな

か言い切れない部分があるので、直接指標の導入も必要だというのが、今日のお話の中でもいろいろ

な方に御指摘いただいたことだろうと思うのですね。そのうちの手段の一つとして、ルーブリックな

り、ポートフォリオなり、共通試験等々が位置付けられていると。 
  ただ、問題なのは、個々の現場で常に問われるのは、では何を基準にそれを判断していくのかとい

うことだと思うのです、例えば一つ大きな課題として、川嶋先生なり本田さんがおっしゃるように、

例えば各授業であれば授業の到達目標、それを基に何ができるようになるかということが、例えばシ

ラバスなりに書いてあれば、そこを一つの基準にして、ではどうやって測っていくのかということで

ようやくステージが移るわけです。 
  ただ、ここでも一つ疑問が私の中に出てくるのですね。どういうことかというと、では個々の授業

の到達目標を寄せ集めれば、その大学が本当に育成しようとする人材像に結びつくのかどうかという

問題です。ここの話になってくると、今度はカリキュラム全体の話だと思うのです。恐らく学士課程

答申でもその辺は意識されて書かれているはずだと思えるのですが、なかなかそこがうまく結びつか

ない。現場で動いていると、そういうこともよくある話だということなのですね。 
  ですから、学習成果の把握一つを捉えていっても、いろいろな側面でいろいろぶつかる、障害とな

ってくる、または認識が食い違う部分が出てくる。そこをどうやって、これから一つ一つ潰していけ

ばいいのだろうかというところが、まずモデレーターとしての一つの問題提起として、投げたかった

ということがあります。 
  そういった意味で、例えば先ほどの人材像全体も踏まえながら、個々の授業がカリキュラムの中で

どのように位置付けられていて、なおかつ個々の授業の中ではどの範囲のことをどの程度の深さまで

もって教えて、また学生にどういうことを身に付けてもらいたいのか体系立てて示せればいいですけ

れども、なかなかそれも実際やってみると難しいという側面もあるのだろうと思うのですね。 
  結局言葉を変えれば、カリキュラム全体のマネジメントの、まさにその問題だとも捉えることがで

きるかなと私自身は思ったりもしているのですけれども。少し話を今、あえて大きくしましたが、そ

の点について、例えば川嶋先生から何か、いや、それは違うだとか、またはこういう考え方もあると

いうものがあれば、少しお話しいただけないかと思います。 
○川嶋太津夫 最近よく言われる教学マネジメントとか、あるいは内部質保証システムの構築につなが

る話だろうと思います。まず、今の日本の大学教育の制度上の仕組みからすると、小湊先生の最初の

ほう、つまり大学全体としての出口のところできちんと人材養成ができているか、できていないか。

あるいはその能力、知識を身に付けているか、身に付けていないかについて言えば、今の日本の仕組

みですと、個々の授業科目で単位も修得して、124 単位の個々の授業科目を積み上げていって、最終

的に 124 単位以上修得して、４年以上在籍していれば卒業できると。それはあくまで外形的なもので

すので、それを実質化するという意味で、大学全体としての４年修了時の学習成果を定めて、先ほど

お話ししたように、バックワードカリキュラムデザインといって、大学全体から学部・学科、個々の

授業科目で到達目標、学習成果をより具体的にブレークダウンしていく。個々の授業科目での具体的

な到達目標を設定して、そこにある程度のレベルまで到達していることによって単位を付与して、そ

れが積み重なって 124 単位。これは、制度上のあくまでも非常に理想的な今の考え方なのですね。 
  ところが、実際には当然そういうふうにはいきません。というのは、本田さんがおっしゃっていま

したけど、大学教育は非常に専門性というか独立性が強いので、なかなかそういうふうにチームで全

てに取り組むことは難しいことがあって、最終的には 124 単位積み上げても、大学の目指している人

材に育っていることは、ほとんどないのだろうと思います。 
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  結局マネジメントといいますか、教学マネジメントが必要になってくるのですが、ただ、これもま

た今の日本の大学の制度上、ある教員と授業科目の配置が学部・学科を基準にして配置されているわ

けです。設置認可を考えていただければわかると思いますが、学部・学科ごとに審査する。前向きに

とらえれば、学位プログラム単位で設置審査・認可されていると言えると思いますけれど。実際には、

要するに縦割りでカリキュラムが作られていますので、大学全体としてきちんと体系的なカリキュラ

ムがマネジメントできているかというと、非常に困難な状況にある。ですから、同じような授業内容

や目標を持ったものがあちこちに、学内に散在していることになり得るわけです。 
  ですから、それを設置認可上致し方ないので、仮想的に大学としてコースマネジメント、要するに

カリキュラムマネジメントをする仕組みを作っていくことが求められるだろうと思います。 
  もう一つ、私自身思ったのは、確かに大学が目指す人材が身に付ける能力、知識はあるのですが、

新しい概念や仕組みが海外から紹介されると、日本ではどうも形式上、全部やらないといけないとい

う文化があるようですが、他方、実は人間は楽をしたいと思うのが本性だと思うので、大学として掲

げたＤＰというか学習成果を全部達成しようと思うと、これは大変なことになってしまいます。 
  例えば、本学としては、ここだけはきちんと身に付けさせて卒業させたいという、そういう多分プ

ライオリティをきちんとつけて、そこの学習成果については、育成するところについても、達成しよ

うとするところについても重点的に取り組むとしたほうが現実的です。ＤＰに掲げたから、あれもこ

れも全部身に付けさせようとすると、結局最終的には中途半端な形になってしまうので、先ほど英語

という話がありましたけれど、自大学がここだけはしっかりと責任を持って身に付けさせて卒業させ

るという優先順位づけが、これから必要になってくるのだろうと。 
  先ほど御紹介したように、オハイオにある Ball State University が、ライティングだけはどんなデ

パートメントでもきちんと身に付けさせることをやっていますし、Texas A & M ではたしかクリティ

カル・シンキングだけは、とにかく重点的に全てのデパートメントでやるということをやっています

ので、重点化がこれから現実的には必要なのではないかと思います。 
○小湊卓夫 確かに、おっしゃるように、大学の掲げる人材像は余りにも漠然としていて、恐らく大学

名を伏せても、どこの大学でもそういうふうに謳いたいのだろうなというものがたくさんある。そう

いう現状から、でも、一方で認証評価も含め、今、いろいろなところから学習成果を把握して、それ

をきっちりと外に説明してほしいという要望がある。この間にものすごいギャップがあると思われま

す。 
  そこをどのように捉えて、自分たちはどのような方向性で行動していったらいいのだろうかという

ことを、要はお伺いしたかったわけです。 
  今のお話ですと、全ては当然押さえられないので、学習成果の一部を、当然優先順位をつけた上で、

その中で最も重要だと思うものの幾つかを、きちっと示していくことから始めたらどうだろうかとい

う提言だったと思います。 
  今度は本田さんに少し振りたいのですが、一方で本田さんはルーブリックを中心に、学習成果の把

握という点でいけば、それを把握するための一つの手段として、学部・学科の中で、それをきっちり

と作っていくための支援を行っていると思えるわけですけれども。今、川嶋先生からあったような、

日本の大学の事情を考えた優先順位付けをして、まず最も大事だと思うものから出していきましょう

というのは一つの手段としてあると、やり方としてあると思うのですけれども。 
  本田さんが実際現場でやっていく中で、どういうものを学習成果として出していくのかということ

に対して、何か議論みたいなものはあるのでしょうか。またはルーブリックの中でも、個々の授業の

位置付けにもよるかもしれませんが、特に、この観点については、例えばレターグレードＡ、Ｂ、Ｃ、

Ｄがありますが、こういうふうに分けて、それぞれの中に評価基準を記述していく、それがルーブリ

ックですよね。そうすると、どれを取り上げるかに対して、何か議論みたいなものはあるのでしょう

か。 
  もう少し言い方を変えると、個々の授業のルーブリックがある一方で、例えば本学でもそうですけ

ど、医学部や歯学部のようなコアカリキュラムがある程度カチっと固まっているところは、学科レベ

ルまたは教室レベルのルーブリックがあるのですよね。すると、その二つのルーブリックで随分違う、
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記述の中身にしても当然違うわけです。基本的には学科や教室のルーブリックがあって、その中に位

置付けられている授業の中で具体的な到達目標ですか、そこをルーブリックに個々の授業で落として

いく手順だと思いますが。 
  では、その目標がいろいろある中で、その全てを測ることができればいいのですけれども、できな

いという議論があるのかどうかということと、もしそういう議論があったときに、どういうふうに皆

さん考えておられるのかということです。 
○本田寛輔 小湊先生の御質問の中で、科目の次元とカリキュラム、いわゆるプログラムの次元の教育

目標や学習成果の整合性を担保して、さらに全学の次元に関連付けるという話の文脈でお答えします。 
  科目と学科の関連付けまでならルーブリックで対処できるのですが、渋井先生もおっしゃったよう

に、全学レベルの目標とは往々にしてかなり抽象的ですから、そこはアンケートで同じような抽象的

な質問を聞いてみるという感じでしょうか。小湊先生がご指摘されたように、科目、学科のアセスメ

ントを単に集約して、全学目標と合致させること、若しくは全学目標に沿った測定を実施するという

のは難しいでしょう。言うなれば、一般教育であれば単なる学問分野の縦割りを超えた能力と捉えら

れるので、ある意味では全学レベルのアセスメントと呼べなくもありませんが。 
  一つ新しい試みで、これはアメリカでもまだパイロット段階のプロジェクトですが、コロンビア大

学でカレッジ・エデュケーション・クオリティ、教育の質プロジェクトが始まっています。

（http://collegeedquality.weebly.com/） 
  ティーチャーズ・カレッジのコービン・キャンベルという教員が立ち上げて、教育の質を総合的に

捉えようとしています。今までアクレディテーションだと自己点検評価報告書を書いて、２～３日外

部委員が来て、シャンシャンで終わった。全米の学習経験調査、通称ＮＳＳＥであれば、間接指標の

みで終わった。大学ランキングもゲーム化して、駆け引きの場になった。アセスメントに関するいろ

いろな手法が、アメリカでモザイクとして存在している。 
  それを、このコロンビア・スタディーは、全部一つのパッケージでやってしまおうというわけなの

です。授業観察に１週間来て、さらにはシラバスの分析と学生アンケートを実施します。今、私がそ

れのプロジェクト・リードになっていて、10 月末にその視察が来ます。唯一、それが全学レベルのア

セスメントで今、多分一番進んでいる、新しい試みでしょうね。これまでの普通のやり方だと、全学

レベルのアセスメントは大体アンケートで自分の大学の特色だとか建学の理念みたいなところに合

うような質問項目を１～２問置いて、あとはその学部・学科の自己点検評価報告書で定性的にこうい

う事例がありましたと吸い上げるのが精一杯かなという気はしています。 
○小湊卓夫 困難はこちらも重々承知の上で、あえて無茶振りしたようなところがありますけれども、

確かにそういう感じなのかなという気もしますね。 
  一方的に今、こちらのほうでやりとりを私が強引に進めてまいりましたけれども、これまでの話を

聞いた上で、フロアから、本当に素朴な質問でも構いませんが、何か質問なりコメントがあればお願

いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 
○質問者 川嶋先生にお伺いしたい。 
  教育の質の保証を聞いていますと、私、もともとの専門なのですが、工場の管理は非常に違うので、

だから協力工場という感じで、つまり工場では質のないような、品質の提供が様々であっても出口を

きちんとすると。じゃあ、質の保証をきちんとすれば、社会の求める人材に本当にかなっているでし

ょうか。つまり質が高くても、どんなに質のいい製品を作っても、必ずしも社会から受け入れられな

ければ、一体何をやっているんだろうかという社会からのまたフィードバックは来ないのでしょうか。 
  つまり、質を追求した結果、それがきちんと社会に受け入れられればいいですが、そのためのＩＲ

とかフィードバックとか、あるいはシラバス、工場だとレシピコントロールという言い方をしますけ

れども。ほとんどの同じものがあって、質の教育をした結果として、本当に社会が、大学変わってよ

かったねとか、そういうところへつながっているのか。私、今日いろいろ議論を聞いていて、何のた

めにこれを追求しているのかと少し思ったものですから、中教審とかそういう文教施策に明るい川嶋

先生に少しお伺いをお願いして、難しい質問ではございますが。 
  でも、ＩＲから教育を変えるという意味では、それくらいの志を持っていかないとやってられない
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ような気がいたしましたので、質問させていただきます。 
○小湊卓夫 時々学内で議論していても出てくる、重要な、なおかつ、でも困難な質問ですね。いかが

でしょうか。 
○川嶋太津夫 ありがとうございました。非常に難しい質問で。質、質と言って、私、とりあえず今求

められている質はアウトカムだというお話をしました。実は、日本の議論で欠けているのは水準だと

思っています。質と水準、これはペアで考える問題だと思います。 
  だから質は、確かにアウトカムズで何が身に付いたか、どういうことができるようになったかです

けれども。「どれだけできるようになったか」というところが日本の議論は欠けているわけですね。で

すから、大学はこういう学習成果を確かに身に付けましたと、質を維持していますと。だから問題は、

おっしゃったように法人評価の質の向上度。質って向上する、どうやって測るのと、そこに水準とい

う考え方を入れないと、向上は多分測れない。もちろん評定には高い水準にあるとか、質が向上した

かというのはあるのですけれど、多分日本の議論で、質の問題で決定的に欠けているのは水準を考え

てないことです。 
  多分企業とか社会が求めているのは、確かにこういう能力を身に付けました、こういうことができ

るようになりましただけでは不十分で、いろいろな文脈の中で、何ができるというのは、どこまで何

ができるかということをきちんと示してくれということを社会は求めている。この水準の議論は日本

のいろいろな質の保証関係で欠けていると痛感します。ただ、これはなかなか難しい。800 近くある

大学で水準の話をし出すと、これは収拾がつかないということだろうと思います。 
  イギリスのＱＡＡ（Quality Assurance Agency）は質と水準を分けているのですね。質はあくまで

プロセスです。カリキュラムとかマネジメントとかティーチングとか、そういうプロセスについて質

と言い、水準はどこまで達成できたか、どういう能力がどこまで、何ができたかということを意味し

ます。水準、スタンダードとクオリティをイギリスは分けていて、その辺、今後日本では非常に難し

い議論になります。気を遣うセンシティブな話題なのです。 
  ですから、お答えになっているかどうかはわかりませんが、今後は水準ですね。質だけではなくて、

学習成果があるけれど、それはどこまでいくか。これは結局、先ほどのルーブリックの話に戻ると思

うのです。診断するときに、きちんと段階別に判定するところにつながってくると思うので、そこが

社会とのつながりで明確に見えてこないと、多分、幾ら大学が質を保証しています、提供をしていま

すと言っても、なかなか受け入れられないのではないかと。これからはやはり水準の問題、これは非

常にセンシティブで難しいと思います。 
○小湊卓夫 いいですか。 
○質問者 逆に、だから水準の中で、私の大学はここだけは負けないという、その高さを追っかければ

いいのだなという一つのヒントになりました。ありがとうございます。 
○小湊卓夫 残り時間が少なくなってきましたので、まとめはできるかどうかわかりませんが、今日の

パネルディスカッションの中で、何が議題になっていたのかを、もう一度見直しておこうと思います。 
  先ほどの質問、もっともな質問だと思います。何のために私たちは学習成果を把握していかなけれ

ばいけないのかという多分根本的な話です。先ほどの川嶋先生の最初のお話の中にもありましたが、

大学が人材を送り出す最後の教育機関なわけですが、そこで送り出した人材がきちんと社会の中で認

められて活躍していく、一定の役割をしっかりと果たしていく、それに対して大学教育に対する信頼

を少しずつ勝ち取っていく、又は理解してもらうという動きがあるのだろうと個人的には思っていま

す。 
  ただ大学進学率も上がり、伝統的な学生だけではなく、様々な学生を大学としては現実問題として

受け入れていかなければいけない現状がある中で、そこに対する信頼が少しずつ揺らいてきている。

それをどう取り戻していくのかという流れの中で、学習成果の把握も位置付けられるのだろうと思う

わけです。 
  ただ、一言学習成果と言われていても、今、いろいろなお話を伺ったように、どう捉えればいいの

かに関しては、まだカチっと決まったイメージを日本の中では持てない現状も一方ではあるのだろう

と思っています。そこに対して、それぞれの識者から、こう考えたらいいだろうと御示唆いただいた
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と思っていますが、最終的には、大学全体といえば大学全体ですが、それぞれ責任を持って協力して

いくプログラムごとに、例えば学部・学科ですけれども、学科ごとに学生がどのように成長して、狙

いどおりの能力なり知識、またはスキル等を身に付けて送り出すことができるのか、どうやって担保

していくのか、まさにそこの問題なのだろうと。そういう側面から学習成果の把握を捉えなければい

けないのだろうなというのは、モデレーターとしての意識としてありました。 
  そこがうまく議論としてかみ合ったかどうかは、少し心許ないところもございますが、そういった

意識を持って、学習成果の把握を、個々の大学でもう一度どのようにして私たちは捉えていくのか、

そしてどのように示していくのかを考えてもらう一助となればと思っております。 
  一応パネルディスカッションとしては、こういう形で締めたいと思いますが、会場のほうから、何

か最後にこれだけはというものがあればお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。大丈夫です

か。 
  では、パネラーから一言あるということですので、お願いします。 
○本田寛輔 あえて川嶋先生に食ってかかるような発言になってしまうかもしれないですが、水準が必

要というのは、インダストリー・スタンダードという意味で日本の高等教育業界の水準のことなので

しょうか…。例えば同じルーブリックで学習成果を測定するにも、偏差値の高い大学と低い大学で使

ったときで、測定結果に違いが生じるわけです。というのは、同じルーブリックを使っても、偏差値

70 の大学で、そこの先生の期待度がとても高ければ、学生の評価はその先生の期待度に対して低いと

出てしまう。対照的に、偏差値が低い大学であれば、先生の期待度が相対的に低く、学生の学力の乏

しさを多目に見る節があり、ルーブリックの結果が逆に上がる場合も考えられます。大学間で水準を

とるのはものすごく難しい、それが一つです。 
  別の次元では、学科間で水準をとることすら難しいと思います。英語学科の学生のクリティカル・

シンキングと心理学科のクリティカル・シンキングをテストの点数で比較はできますが、それだって

水準をどこに設けて、どちらの学科が勝ち、負けとはなかなか言えないところはあるでしょう。目標

値として教員が自主的に設定するのは構いませんが、例えば執行部から「就職率何パーセント以上で

ないと駄目」という線引きは無理ではないかと思うのです。 
  もう一つだけ極論を申し上げると、仮説的にＴＯＥＦＬを全国の大学の卒業基準に使うとしましょ

う。偏差値が 70 の大学の学生が卒業時には何点以上取らないとだめですよ、偏差値 50 の大学はＴＯ

ＥＩＣの点数何点以上でないとだめですよという話ができるのかどうか。 
  私は博士課程の専攻が比較高等教育政策でした。その観点から日本の高等教育を見たときに、アメ

リカ型とイギリス型を両方持ってきて、ごちゃ混ぜにしているというのは、バートン・クラークが指

摘しています。私としては、何かそのせいで、制度設計が上手く行っていないように思うのです。 
  私がアメリカの感覚で言うと、外部者から自分の大学で質はどうなっているのかと聞かれた際に、

大学側が主体的に説明できれば十分だと思うのです。「あなたの大学は就職率が低いではないか」と

言われたら、「いや、本学は社会人学生を多く受け入れていて、女性が多いのです」と。「そういった

女性は、アメリカだと早く子供を産んで仕事を辞めなければならない。それで子育てが終わって仕事

に就くために再入学しているから、どうしても就職率は低いのです」ときちんと説明できる。それが

単なる就職率という一つのデータソースでなくて、資格取得率や家庭環境、家計所得、など奨学金関

係の部署や卒業生アンケートなどから複数のデータを組み合わせて立証していく。外部者にわかって

もらった上で、「今、我々の大学はこういう改善をしようとしています」という話です。なので、そこ

に水準は必要かと言われると、下手に水準を入れて、教員がアセスメントを評価と取り違えたりする

よりは、水準を持ち出さずに改善を回せなくはないかなという感想を持ちました。 
○小湊卓夫 時間が過ぎていますが、もし川嶋先生のほうから何かあれば、一言だけ。 
○川嶋太津夫 水準はそれぞれの大学で設定すればいいと思います。今、本田さんがおっしゃったよう

なこと、全国画一的な水準よりは、個々の大学が、おっしゃるとおり、本学はこういう学習成果で、

ここまでできれば卒業させていますということをしっかりと情報公開すれば、後はそれを社会がどう

判断するかという話です。 
  もう一つは、説明の話ですけれど、これはどこの大学でもあるかと思いますけれども、学部によっ
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ては、学部の特性で、４年間で卒業できないところがあるのですね。それを横並びで、さっきの話で

はないですけれど、学部間で比較して、ここは低いではないかと言っても、それは意味がない話で、

きちんと理由があるから、それはしっかりと説明できればいいのですけれども。 
  水準についても、数字の高い低いについて、これは大学としてきちんと社会に対して説明できれば

いい。水準はだいたい横並びでという話、要するに画一的なという意味でのスタンダードではなくて、

大学がそれぞれ決めれば良いですけど、それが今のところ日本の場合はなかなか各大学ができていな

い。今後はそういうところの様相が求められてくるのではないかなというところです。 
○小湊卓夫 ありがとうございます。 
  時間が４分強過ぎてしまいましたが、これでパネルディスカッションを閉じたいと思います。 
  最後に、お忙しい中、報告の準備及びフロアや司会、モデレーターから困難な質問を投げたにも関

わらず、きちんと答えていただいた４人のパネリストの方に感謝を申し上げて終わりたいと思います。

どうもありがとうございました。 
 
○司会 小湊先生、ありがとうございました。改めまして、御登壇いただきました４名の先生方、あり

がとうございました。 
  お疲れのところ、恐縮ではございますが、事務的な連絡をさせていただきます。冒頭にもお願いい

たしましたアンケート、あえて皆様のお目にとまりやすいように青色の用紙に印刷しております。こ

れは、今後の企画の参考として活用させていただきます。本日のテーマもそうですが、これまで実施

してきた中で、例えば、本日の会場も、我々は余り気がついていなかったのですが、皆様から机がな

いと、なかなかメモがとれない、といった御意見をアンケートでいただきました。こういった、細か

いところに少しずつ反映していっておりますので、実際に今回のシンポジウムでお気づきの点がござ

いましたら、ぜひ御忌憚のない意見をお記しいただいて、退出時に、後ろに箱がございますので、ア

ンケートの回収箱に入れていただきたいと考えております。 
  では、皆様、長い時間にわたり、お付き合いいただき、御清聴賜り、ありがとうございました。お

気をつけてお帰りください。 
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